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世界的には、気候変動、エネルギー問題、災害の多発等、様々な問題が深刻化して

いる状況にあり、平成 27 年の国連サミットにおいて「持続可能な開発目標（SDGs）」

が採択され、ごみ処理については食品ロスや海洋プラスチックごみ等の環境問題への

関心が高まっている。我が国では、「食品ロスの削減の推進に関する法律（令和元年法

律第 19 号）」や「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律（令和３年法律

第 60 号）」が施行されたのち、「第五次循環型社会形成推進基本計画（令和６年４月）」

が閣議決定され、SDGs の目標に位置付けられるような法律や取り組みが進められ、ご

みの減量は量のみならず、その質も求められるようになっている。 

大槌町（以下「当町」という。）は、東日本大震災の津波による被害から復旧・復興

に取り組む中で、重要課題である人口減少の加速化や少子高齢化の進展、コロナ禍な

ど社会情勢の変化にも対応しつつ、廃棄物の発生抑制及び循環的利用並びに適正処理

に関する取り組みを進めてきた。 

そのような状況の中、当町の一般廃棄物（ごみ）の排出量は、大震災の復旧・復興

からコロナ禍を経て、生活系ごみ及び事業系ごみともに減少傾向にある。 

当町では平成 28 年３月に「一般廃棄物（ごみ）処理基本計画（以下「前計画」とい

う。）」を策定し、ごみ処理行政に取り組んできたが、この度、計画目標年（令和７年

度）を迎えることから、当町の管内全域を対象とした「一般廃棄物（ごみ）処理基本

計画」の策定を目的とする。計画の策定に当たっては、大震災の経験やコロナ禍を含

む社会情勢の変化、ごみ処理の現状を踏まえ、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」

（昭和 45 年法律第 137 号、以下「廃棄物処理法」という。）第６条第１項に規定する

内容を含めるものとする。 

 

 

廃棄物処理法第６条第１項の規定により、市町村は、その区域内における一般廃棄

物の処理について、一定の計画を定めなければならないとしている。一般廃棄物の処

理計画は、廃棄物処理の主要な柱となる長期計画である「一般廃棄物処理基本計画」

と基本計画に基づき単年度ごとに策定する「一般廃棄物処理実施計画」で構成される。 

また、上記の計画はそれぞれ、“ごみ（食品ロス含む）”と“生活排水”に関する事

項から成り立っている。 

このような法的位置づけにおいて、ごみ処理基本計画は、市町村等が長期的・総合

的視野に立って、ごみ処理を将来にわたり適正かつ計画的に行うため、廃棄物の排出

抑制、減量化・再生利用の推進、収集・運搬、中間処理及び最終処分に至る全てを含

むものである。 
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そこで、本計画は､廃棄物処理法並びに「ごみ処理基本計画策定指針（平成28年９月 

環境省）」に準拠し、策定するものとする。 

 

 

図 1-1 本計画の位置づけ 

 

 

本計画は、長期的展望に立った計画であることから、諸指針等に基づき、令和８年

度を初年度とし、令和 17 年度を計画目標年度とする。 

なお、必要に応じて、５年毎に見直すものとする。 

 

計画対象区域は、当町の全域とする。 

 

 

本計画

　　　◇ごみ処理基本計画 　　　◇ごみ処理実施計画

　　　◇生活排水処理基本計画

　　　◇生活排水処理実施計画

一般廃棄物処理計画

一般廃棄物処理基本計画 一般廃棄物処理実施計画

（10～15年の長期計画） （単年度計画）

　　　（食品ロス削減推進計画）
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当町は、岩手県の東部、陸中海岸国立公園のほぼ中央にあり、北は下閉伊郡山田

町、西は宮古市と遠野市、南は釜石市に接している。釜石市まで約 10km（車で約 20

分）、空港のある花巻市まで約 70km（車で約１時間 30 分）に位置している。 

地勢的には、隣接する町の三方の背後を北上山地に囲まれ、町を横断して太平洋

に東流する大槌川と小鎚川の流域に市街地を形成し、東面はリアス式海岸に面して

いる。 

また、総面積は 200.42 ㎢であり、面積の約 90%を山林原野が占めている。 

図 2-1 に当町の位置を示す。 

 

 

図 2-1 当町の位置  

位　置 北緯： 39°21'　30"

東経： 141°53'　58"

面　積 ： 200.42 ㎢

［ 大 槌 町 の 位 置］

大槌町
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当町の主要な河川として、大槌川と小鎚川があげられる。大槌川は当町の中央部

を北西～南東に、小鎚川は大槌川の南側をほぼ平行に流れており、両河川とも大槌

湾に注いでいる。 

 

当町における気象の概況を表 2-1、図 2-2 に示す。 

当町の気候は、東北地方の中部太平洋岸に位置するため、海洋性気候であり､内陸

地方に比較して寒暖の差が少なく、比較的温暖な気候条件に恵まれている。 

過去 10 年間の気象概況（観測所：釜石）をみると、平均気温は 13.0℃、平均年

間降水量は 1,645.5mm となっている。 

月別の平均値をみると、平均気温は８月が最も高く 24.6℃、１月が最も低く 2.1℃

である。平均月間降水量は、８月が最も多く 300.2mm、２月が最も少なく 45.5mm で

ある。 

 

表 2-1 気象の概況 

 

 

 

【気温】 単位：℃

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
H27年 12.7 2.2 2.6 6.3 11.0 17.0 18.5 22.6 23.1 19.7 14.3 9.9 5.0
H28年 12.7 2.2 3.2 6.1 10.8 16.1 18.7 21.7 24.7 21.4 14.7 7.6 5.3
H29年 12.0 1.6 2.7 4.2 10.5 15.7 17.5 23.9 21.5 19.8 13.8 9.0 3.2
H30年 12.6 1.7 0.7 7.1 11.5 15.2 19.0 23.4 23.4 20.1 15.7 9.7 4.0
R1年 12.8 1.9 2.6 5.9 9.6 16.8 18.0 22.1 25.0 21.7 16.1 9.2 4.7
R2年 12.9 3.1 3.4 7.2 9.5 16.2 19.8 20.3 25.8 21.5 14.6 10.3 3.2
R3年 13.0 0.6 3.3 8.3 10.4 16.0 20.1 23.5 23.8 20.3 15.1 10.5 4.6
R4年 12.9 1.3 1.5 5.7 11.7 16.4 19.3 23.1 24.1 21.4 14.9 11.0 3.9
R5年 14.4 1.9 2.2 8.2 12.9 15.7 20.7 25.6 28.5 23.9 15.8 11.4 5.5
R6年 14.3 4.2 3.9 5.3 14.3 17.7 20.8 25.2 26.4 22.4 17.3 10.1 3.9
平均 13.0 2.1 2.6 6.4 11.2 16.3 19.2 23.1 24.6 21.2 15.2 9.9 4.3

【降水量】 単位：mm

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
H27年 1,680.5 38.0 33.5 206.0 119.5 63.0 228.0 45.0 300.5 377.0 48.0 149.5 72.5
H28年 1,582.0 84.0 65.5 11.0 193.0 129.0 204.0 90.5 425.0 216.5 90.0 35.0 38.5
H29年 1,702.5 37.5 30.5 31.0 128.5 129.5 114.0 117.0 381.0 378.5 301.0 10.0 44.0
H30年 1,574.0 37.0 62.5 296.0 88.0 162.5 82.5 85.5 282.5 227.0 143.5 74.0 33.0
R1年 1,689.5 2.0 26.0 102.5 107.0 133.5 212.0 43.5 282.0 38.5 651.5 50.0 41.0
R2年 1,869.5 107.5 41.5 113.0 228.5 141.0 90.0 337.0 125.0 488.5 169.0 9.5 19.0
R3年 1,865.0 24.5 88.5 172.5 188.0 80.0 110.5 167.5 387.0 270.0 141.0 142.5 93.0
R4年 1,522.5 30.0 20.5 140.0 88.5 104.5 164.0 352.5 250.0 142.0 135.5 47.5 47.5
R5年 1,352.0 11.5 39.0 137.0 90.5 111.0 175.0 65.0 200.0 205.5 104.5 127.5 85.5
R6年 1,617.5 184.0 47.5 188.0 67.0 81.0 109.0 158.0 368.5 231.5 89.5 80.5 13.0
平均 1,645.5 55.6 45.5 139.7 129.9 113.5 148.9 146.2 300.2 257.5 187.4 72.6 48.7

資料：気象庁ホームページ

年
年間

平均気温
月間平均気温

年
年間

平均降水量
月間降水量
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図 2-2 気象の概況 

 

当町における人口・世帯数の推移を表 2-2、図 2-3 に示す。 

人口と世帯数は年々減少している。 

１世帯当たりの人口は令和６年３月に 2.0 人/世帯となった。 

人口密度は令和７年３月においては 51.8 人/㎢であるが、総面積の約 90%を山林

原野が占めていることから、人口のほとんどは大槌川と小鎚川の流域に広がる市街

地に分布している。 

 

表 2-2 人口・世帯数の推移 

 

 

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

300.0

350.0

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

平均降水量 平均気温（℃） （mm）

各年度末人口

H27年度 12,320 － 5,410 － 2.3 61.5
H28年度 12,176 -144 5,432 22 2.2 60.8
H29年度 12,007 -169 5,410 -22 2.2 59.9
H30年度 11,790 -217 5,359 -51 2.2 58.8
R1年度 11,572 -218 5,308 -51 2.2 57.7
R2年度 11,308 -264 5,292 -16 2.1 56.4
R3年度 11,065 -243 5,268 -24 2.1 55.2
R4年度 10,837 -228 5,272 4 2.1 54.1
R5年度 10,594 -243 5,233 -39 2.0 52.9
R6年度 10,391 -203 5,227 -6 2.0 51.8

年度
人　口（人） 世帯数（世帯） １世帯当たり

人口
（人/世帯）

人口密度
（人/k㎡）

人　口 増　減 世帯数 増減
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図 2-3 人口・世帯数の推移 

 

当町における産業別就業人口を表 2-3、図 2-4 に示す。 

令和３年における産業別就業人口は、第１次産業が 90 人（構成比 2.6%）、第２次

産業が 1,077 人（同 31.5%）、第３次産業が 2,254 人（同 65.9%）となっている。 

細分類でみると、製造業（同 21.5%）が最も多く、ついで卸売業・小売業（同 18.7%）、

医療・福祉（同 16.2%）、建設業（同 8.6%）と続いている。 

経年変化に着目すると、就業人口は、平成 28 年から令和３年にかけて第１次産業

と第３次産業が増加している。 

 

  

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

0

2,500

5,000

7,500

10,000

12,500

15,000

人口 世帯数
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表 2-3 産業別就業人口 

 

 

 

図 2-4 産業別就業人口 

 

 

就業者数
（人）

構成比
（％）

就業者数
（人）

構成比
（％）

総就業者数 3,069 100.0 3,421 100.0
第1次産業 35 1.1 90 2.6

農業・林業 23 0.7 30 0.9
漁業 12 0.4 60 1.8

第2次産業 1,102 35.9 1,077 31.5
鉱業、採石業、砂利採取業 87 2.8 47 1.4
建設業 313 10.2 295 8.6
製造業 702 22.9 735 21.5

第3次産業 1,932 63.0 2,254 65.9
電気・ガス・熱供給・水道業 16 0.5 12 0.4
情報通信業 35 1.1 5 0.1
運輸業・郵便業 109 3.6 127 3.7
卸売業・小売業 630 20.5 639 18.7
金融業・保険業 33 1.1 29 0.8
不動産業・物品賃貸業 56 1.8 60 1.8
学術研究・専門・技術サービス業 56 1.8 45 1.3
宿泊業・飲食サービス業 239 7.8 191 5.6
生活関連サービス業・娯楽業 147 4.8 197 5.8
教育・学習支援業 17 0.6 220 6.4
医療・福祉 390 12.7 553 16.2
複合サービス事業 41 1.3 33 1.0
サービス業（他に分類されないもの） 163 5.3 143 4.2

※公務を除く
資料：経済センサス

区分
H28年（6月1日現在） R3年（6月1日現在）

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000 3,500 4,000

R3年

H28年

第1次産業 第2次産業 第3次産業

（人）
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当町における土地利用状況を表 2-4、図 2-5 に示す。 

令和７年における土地利用状況をみると、山林が最も多く全体の 83.3%を占め、

ついで原野 6.2%、牧場 2.7%、宅地 1.2%、畑 0.7%、田 0.5%、雑種地 1.1%と続いてい

る。令和３年からの総面積に占める割合の増減をみると、田、畑、宅地、山林が減

少し、牧場、雑種地、その他が増加している。 

 

表 2-4 土地利用状況 

 

 

 

図 2-5 土地利用状況 

 

各年1月1日現在
総面積 田 畑 宅地 山林 牧場 原野 雑種地 その他

面積 （ha） 20,042 118 245 274 16,877 476 1,240 180 632

構成比 （％） 100 0.6 1.2 1.4 84.2 2.4 6.2 0.9 3.1

面積 （ha） 20,042 109 144 232 16,685 539 1,251 215 868

構成比 （％） 100 0.5 0.7 1.2 83.3 2.7 6.2 1.1 4.3

（％） 0.0 -0.1 -0.5 -0.2 -0.9 0.3 0.0 0.2 1.2

資料：土地に関する概要調書

区分

R3年

R7年

増減

田
0.5%

畑
0.7% 宅地

1.2%

山林
83.3%

牧場
2.7%

原野
6.2%

雑種地
1.1%

その他
4.3%
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環境関連社会資本の状況を表 2-5 に示す。 

当町の令和６年度末における上水道普及率は 77.1%となっている。なお､当町にお

ける公共下水道は、平成 11 年 10 月より供用開始している。 

ごみ処理については、平成 10 年度より焼却灰及び資源化残物を釜石市に搬出し、

溶融処理を行ってきたが、平成 23 年度以降は岩手沿岸南部クリーンセンター（以下

「クリーンセンター」という。）にて溶融処理を行っている。令和６年度の年間総排

出量は 3,287t であり、資源化率は 20.4%となっている。 

 

表 2-5 環境関連社会資本の状況 

 

 

 

［上水道］

10,391 10,657 7,945 77.1

※人口は令和7年3月末現在。
※計画給水人口及び上水道給水人口には上水、簡水を含む。
資料：令和6年度上水道事業給水人口等調書及び水道台帳

［ごみ処理］

10,537 3,287 2,506 109 672

※人口は令和6年10月1日現在。
資料：大槌町リサイクルセンター

［し尿処理］

し尿 浄化槽汚泥

10,537 6,024 3,772 2,252

※人口は令和6年10月1日現在。
資料：一般廃棄物処理実態調査（令和6年度）

行政区域内
人　　　口
（人）

年　　間
収集総量
（kL/年）

内訳（kL/年）

行政区域内
人　　　口
（人）

計画給水
人　　口
（人）

上水道
給水人口
（人）

上水道
普及率
（％）

計画収集
人　　　口
（人）

年　　間
総排出量
（t/年）

処理内訳（t/年）

焼却処理 埋立処分 資源化
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（1) ごみ処理事業 

当町におけるごみ処理事業の沿革を表 3-1 に示す。 

表 3-1 ごみ処理事業の沿革 

  

昭和35年 ・ 荷車でごみ収集を開始する。
37年 ・ トラックでごみ収集を開始する。
39年 4月 ・ ごみ焼却施設（10t/8H）が稼働する。＜太陽築炉＞
48年 5月 ・ 更新ごみ焼却施設（20t/8H）が稼働する。＜日本建炉工業＞
53年 ・ ごみ収集の委託を開始する。＜佐々木清掃社＞
55年 4月 ・ 新山最終処分場の供用を開始する。
59年 ・ ごみ収集の委託車両を3台とする。

　＜佐々木清掃社：収集車両2台　大和田清掃車：収集車両1台＞
63年 7月 ・ 「空き缶」の分別収集を開始し、3分別となる。

11月 ・ 「粗大ごみ」の収集を開始し、4分別となる。
平成2年 12月 ・ 更新ごみ焼却施設（25t/8H）の工事を着工する。

3年 10月 ・ 4地区を空き缶回収モデル地区に指定し、回収容器（かご）での収集を開始する。
4年 4月 ・ 更新ごみ焼却施設（25t/8H）が稼働する。

名称を大槌町清掃事業所に変更する。
10月 ・ ごみ収集の委託を3業者とする（収集車両：各社1台）。

・ 町内全地区で回収容器（かご）での空き缶回収を開始する。
5年 4月 ・ 収集システムを変更する。

「ビン」の分別収集を開始し、5分別となる。
「空き缶」に加え、「ビン」と「不燃物」の回収容器（かご）での収集を開始する。
小鎚・金沢地区の可燃ごみ収集を開始する。
ダンボール箱での収集を廃止する。

10月 ・ 「可燃ごみ」の透明袋での収集を開始する。
8年 4月 ・ 大槌町一般廃棄物最終処分場（埋立容量41,300㎥）の供用を開始する。

・ 大槌町新山最終処分場の安定化工事が終了する。
9年 6月 ・ 委託しているごみ収集車両を巻込車2台、平ボディ車１台に変更する。

・ 分別収集区分として「資源ごみ」、「灰・土砂」を加え、7分別収集となる。
10年 4月 ・ 釜石市と廃棄物の共同処理事業に関する協定を結ぶ。
13年 11月 ・ ペットボトル減容機を設置する。
14年 4月 ・ 排ガス処理装置を電気集じん器からバグフィルターに変更する。

・ 資源ごみの回収品目に「食品トレイ」を追加する。
18年 4月 ・ ごみの減量対策として、建築廃材等の産業廃棄物の受付を制限する。

・ 平成23年4月の施設竣工を目指して、岩手沿岸南部広域環境組合を設立し、平成20年8月に
「沿岸南部クリーンセンター」(147ｔ/24H)の工事を契約する。

19年 3月 ・ 「灰・土砂」の収集を廃止し、6分別となる。
20年 4月 ・ 「金属・鉄類」の分別収集を開始し、7分別となる。

5月 ・ ごみ減量対策として、直接搬入された「草」の堆肥化処理を開始する。
9月 ・ ごみ減量対策として、4ケ所のモデル地区で「雑紙」の資源ごみとしての回収を開始する。

10月 ・ せん定枝粉砕機を購入し、チップ化を始める。また、町民への貸出しも始める。
21年 4月 ・ 「草・枝」の収集を開始し、8分別となる。

堆肥化、チップ化を始める。
22年 4月 ・ ごみ減量対策として、全地域で「雑紙」の回収を開始する。

・ 産業廃棄物の受入制限を始める。
23年 3月 ・ 3月11日　東日本大震災が発生する。

4月 ・ 「プラスチック容器包装」の収集を始める。
・ 指定ごみ袋の導入を延期する。
・ 名称を大槌町リサイクルセンターに変更する。
・ ごみ収集車両をリサイクルセンターで調達及び所有し、車両を委託業者へ貸与し運用

（可燃ごみ2社、不燃ごみ1社、資源ごみ直営）
27年 4月 ・ 釜石市との廃棄物の共同処理事業に関する協定により実施していた、最終処分場への

飛灰の搬入を終了する。
28年 4月 ・ 仮設住宅に係るごみ集積所増加に伴いごみ収集車両を3台から5台に増やし、可燃ごみ

回収を増便した。また、資源ごみ回収を直営から委託に変更した。
（可燃ごみ3社、不燃ごみ1社、資源ごみ1社）

29年 3月 ・ 新リサイクルセンター（3.1t/8H）の工事を着工する。
31年 4月 ・ 新リサイクルセンターが稼働する。

令和元年 7月 ・ 旧リサイクルセンターの解体工事を着工する。
2年 8月 ・ リサイクルセンターストックヤードの建設工事を着工する。
3年 3月 ・ リサイクルセンターストックヤードが稼働する。
3年 4月 ・ 使用済み乾電池及び蛍光灯などの水銀使用製品の回収を「不燃物」と合わせて回収

容器（かご）で収集を開始する。

年月 内容

大和田清掃社  
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（2) 収集・運搬 

生活系ごみについては、基本的には委託により収集・運搬しており、自己搬入（持

ち込み）についても受け入れを行っている。 

また、事業系ごみについては許可業者収集と自己搬入について、受け入れを行っ

ている。 

当町におけるごみ処理体制を表 3-2 に示す。 

 

表 3-2 ごみ処理体制 

 

 

（3） 処理・処分 

当町から排出される燃えるごみは、釜石市、大船渡市、陸前高田市、大槌町及び

住田町で構成される岩手沿岸南部広域環境組合のごみ処理施設として平成 23 年４

月より供用開始したクリーンセンター（147t/日［73.5t/日×２炉］）で溶融処理を

行っている。 

資源物は大槌町リサイクルセンター（以下「リサイクルセンター」という。）で保

管された後、資源化処理を行い、回収業者により資源化されている。 

燃えないごみ及び粗大ごみについては、リサイクルセンターにて選別・解体後、

鉄くず、使用済小型家電及び使用済乾電池等は資源化、資源選別残渣（可燃、不燃）

はクリーンセンターに搬入され、溶融処理されている。 

また、クリーンセンターから発生する溶融飛灰は当町の最終処分場（埋立容量

41,300 ㎥）で埋立処分している。 

当町におけるごみ処理・処分の状況を図 3-1 に示す。 

 

  

収集・運搬 中間処理 最終処分

燃えるごみ 岩手沿岸南部クリーンセンター

燃えないごみ

資源ごみ

草・枝

粗大ごみ

集団資源回収

燃えるごみ 岩手沿岸南部クリーンセンター

燃えないごみ

草・枝

区分

各家庭及び団体

生活系
ごみ

事業系
ごみ

委託収集
自己搬入

許可業者
自己搬入

岩手沿岸南部クリーンセンター
大槌町リサイクルセンター

岩手沿岸南部クリーンセンター
大槌町リサイクルセンター

大槌町
一般廃棄物
最終処分場

大槌町
一般廃棄物
最終処分場
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図 3-1 ごみ処理・処分の状況 
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（4) 分別区分・収集方法 

   1) 分別区分等 

ごみの分別区分等を表 3-3 に示す。 

生活系ごみの分別区分は大きく、燃えるごみ、燃えないごみ、資源ごみ、粗大

ごみに分けられ、資源ごみの細分類は紙類（新聞・紙類、雑誌、ダンボール、牛

乳パック、雑紙）、ペットボトル、プラスチック製容器包装、空き缶、ビン及び草・

枝の６分別となっている。 

事業系ごみについては、燃えるごみ、燃えないごみ及び資源ごみである。 

また、収集しないごみ、処理できないごみの指定を行っている。 

 

表 3-3 分別区分等 

 

指定容器等

生ごみ、貝殻、ゴム、発泡スチロール類、アルミホイル、使い捨てカ
イロ、汚れたプラスチック容器、下着・布団・布類など
◆生ごみは良く水切りする
◆木材等の大きさは、長さ70cm、巾30cm以内に切り、束ねる

中身が見える袋に入れる

新聞・紙類 新聞、広告、チラシ　など

雑誌 雑誌

ダンボール ダンボール

牛乳パック
牛乳パック
◆水ですすぎ洗いする

雑紙
その他雑紙
◆油紙、カーボン紙、感熱紙は燃えるごみ

ペットボトル
◆水ですすぎ洗いする
◆つぶして出すことの可能

ごみ回収容器に中身が見える袋に入れて出す

プラスチック容器包装（白色トレイ含む）
◆中身は取り除き、水洗いする
◆汚れの取れないものは「燃えるごみ」に出す

中身が見える袋に入れる

空き缶
◆魚缶詰等は中身を取り除いて、良く水洗いする
◆スプレー缶は穴を開け、ガスを抜く
◆菓子缶、一斗缶も出す

ごみ回収容器にバラ入れする

ビン
◆中身は取り除き、汚れのあるビンは水洗いする
◆割れたビンも出す
◆金属ふた・キャップは「燃えないごみ」に出す

ごみ回収容器にバラ入れする

草、枝
◆枝は、太さ10cm以下、長さ70cm以下に切り、束ねる
◆草は、石・金属などの異物を取り除く
◆1家庭で1回あたり5束（袋）まで回収

枝：ヒモで束ねる
草：中身が見える袋に入れる

金属製の物、ガラス・陶器類、缶やビンの金属製のふた（キャッ
プ）、雨傘（ビニールや布部分は取り除く）、使い捨てライター、刃
物（刃の部分をテープ等で覆う）、使用済み乾電池等水銀含有品

ごみ回収容器にバラ入れする
大きさ50cm以下の細かい物は袋に入れて出す

ソファー（二人用）、机、イス、家具、ガスレンジ、電化製品（家電
リサイクル法に該当する製品は対象外）
◆大きさは50〜150cmまで
◆重さ50kg以内（2名で運べる程度）

－

・事業活動に伴って発生した事業ごみ
・引っ越しや後片付け等から出る多量のごみやタンス等の大型家具、
ベッドやたたみ等の大きいごみやブロック等のコンクリート片など処
理が困難なごみ
・中身が見えないごみ等で出されたごみ
・太さ10cm以上の木材や木の根・木の枝や草刈り等の多量の草や落ち
葉、木の枝など

直接搬入
許可事業に収集を依頼

・産業廃棄物
・家庭系のパソコン、家電リサイクル法対象機器、タイヤやオイル
（廃油）、バッテリー、農漁業の大型機械、農薬、毒物、劇物、ガス
ボンベ、消化器
・バイク（オートバイ）など

処理業者に依頼
販売店引き取り

分別区分

燃えるごみ

空き缶

ペットボトル

収集しないごみ

処理できないごみ

紙
類

ヒモで束ねるか袋に入れる

プラスチック製
容器包装

ビン

燃えないごみ

粗大ごみ

草・枝

資
源
（

分
別
）

ご
み
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   2) 収集方法等 

収集方法等を表 3-4 に示す。 

生活系ごみの収集は許可業者に委託しており、燃えるごみは週２回、その他の

ごみについては月２回、ステーション方式により収集を行っている。 

事業系ごみについては許可業者または自己搬入による搬入となっている。 

 

表 3-4 収集方法等 

 

 

  

収集回収 収集方法 ステーション数 収集形態 収集車両

週2回 ステーション方式 巻込み収集車

新聞・紙類

雑誌

ダンボール

牛乳パック

雑紙

ペットボトル

月2回 ステーション方式 巻込み収集車

月2回 ステーション方式 平ボディー車

草・枝 月2回 ステーション方式 巻込み収集車

月2回 ステーション方式 平ボディー車

月2回 ステーション方式 平ボディー車

※令和6年12月現在のステーション数
※長井地区の家庭系ごみの収集回収は週1回
※金沢地区は草・枝の収集なし

草・枝

事
業
系
ご
み

区分

許可業者搬入または自己搬入

334 委託収集

燃えないごみ

粗大ごみ

生
活
系
ご
み

燃えるごみ

プラスチック製容器包装

空き缶

ビン

燃えるごみ

ステーション方式

ステーション方式

巻込み収集車

巻込み収集車

燃えないごみ

紙
類

月2回

月2回

資
源
（

分
別
）

ご
み
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（5) 施設の概要 

●岩手沿岸南部クリーンセンター 

 

 

●大槌町リサイクルセンター 

 

 

●大槌町一般廃棄物最終処分場 

 

  

施設名 岩手沿岸南部クリーンセンター

所在地 岩手県釜石市大字平田第3地割81番1

敷地面積 21,148㎡

処理能力
ごみ処理施設：147t/日（73.5t/日×2炉）
破砕処理施設：10.5t/日

処理対象廃棄物 可燃ごみ、可燃性粗大ごみ、不燃ごみ、粗大ごみ

開始年月日 平成23年4月

処理方式 シャフト炉式ガス化溶融炉

施設名 大槌町リサイクルセンター

所在地 岩手県上閉伊郡大槌町小鎚第17地割63番地字曽根

敷地面積 2,509㎡

処理能力

資源分別作業場　　　　　　　　　　　　　　　：3.1t/8h
ペットボトル破袋選別圧縮梱包　　　　　　　　：500kg/日
その他プラスチック製容器包装破袋選別圧縮梱包：300kg/日
スチール缶・アルミ缶磁選機分別圧縮梱包　　　：500kg/日
ガラス容器３種貯留ヤード　　　　　　　　　　：22.5㎡
ペットボトル貯留ヤード　　　　　　　　　　　：45.76㎡
その他プラ容器貯留ヤード　　　　　　　　　　：45.76㎡
段ボール貯留ヤード　　　　　　　　　　　　　：35㎡
飲料用紙製容器貯留ヤード　　　　　　　　　　：1㎡
鋼製容器貯留ヤード　　　　　　　　　　　　　：6㎡
アルミ製容器貯留ヤード　　　　　　　　　　　：6㎡

処理対象廃棄物
不燃ごみ、紙類、ペットボトル、プラスチック製容器包装、
ビン、空き缶、草・枝、使用済乾電池等水銀含有製品

開始年月日 平成31年4月

処理方式 選別資源化、圧縮減容、保管

施設名 大槌町一般廃棄物最終処分場

所在地 岩手県上閉伊郡大槌町小鎚第1地割

埋立面積 5,540㎡

埋立容量 41,300㎥

処理対象廃棄物 溶融飛灰、不燃物、土砂

開始年月日 平成8年4月

埋立期間 平成8年4月より15年間

浸出水処理施設
水処理能力：30㎥/日
水処理方法：接触曝気＋凝集沈殿
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岩手県では、ごみ焼却による廃熱の有効利用、資源化及びごみ処理効率の向上等を

めざし、平成 11 年３月に「岩手県ごみ処理広域化計画」を策定した。 

図 3-2 に岩手県ごみ処理広域計画におけるブロック図を示す。当町はＦブロックに

含まれており、当町のほか釜石市、陸前高田市及び大船渡地区環境衛生組合（大船渡

市、住田町）の３市２町（以下「構成市町」という。）で構成されている。 

 

 

図 3-2 ごみ処理・処分の状況（ブロック図） 

 

Ｆブロックでは、循環型社会の構築と効率的なごみ処理を目指し、平成 23 年４月に広

域ごみ処理施設として、クリーンセンターが供用開始した。 

クリーンセンターは処理能力 147t/日のごみ焼却処理施設（シャフト炉式ガス化溶

融炉）並びに 10.5t/日の破砕処理施設の複合型ごみ処理施設であり、構成市町から排

出される、可燃ごみ、可燃性粗大ごみ、不燃ごみ、粗大ごみを処理している。当町に

ついても、生活系及び事業系の燃えるごみに加え、リサイクルセンターからの可燃残

渣、不燃残渣を搬入している。  
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（１) ごみ排出量 

   １) ごみ総排出量及び原単位の推移 

当町のごみ総排出量及び原単位の推移を図 3-3、表 3-5 に示す。 

当町のごみ総排出量は平成 28 年度をピークに令和６年度まで減少傾向にある。 

また、当町の一人 1 日当たりごみ総排出量（以下「総排出量原単位」という。）

についても同様の傾向となっており、令和６年度においては平成 28 年度に対して

11.3%減の 854.7g/人・日となった。 

 

 

図 3-3 ごみ総排出量及び原単位の推移 

 

表 3-5 ごみ総排出量及び原単位の推移 
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H27年度 4,208 925.6
H28年度 4,325 963.3
H29年度 4,209 952.2
H30年度 4,156 952.0
R1年度 4,041 942.9
R2年度 3,879 927.5
R3年度 3,784 925.0
R4年度 3,558 886.3
R5年度 3,420 866.8
R6年度 3,287 854.7

年度
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   2) 生活系ごみ排出量及び原単位の推移 

当町の生活系ごみ排出量及び原単位の推移を図 3-4、表 3-6 に示す。 

当町の生活系ごみ排出量は平成 27 年度から令和６年度まで概ね減少傾向にあ

る。 

また、当町の一人１日当たり生活系ごみ総排出量（以下「生活系ごみ原単位」

という。）についても同様の傾向となっており、令和６年度においては平成 28 年

度に対して 7.1%減の 634.9g/人・日となった。 

 

 

図 3-4 生活系ごみ排出量及び原単位の推移 

 

表 3-6 生活系ごみ排出量及び原単位の推移 
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H27年度 3,120 686.3
H28年度 3,067 683.1
H29年度 3,118 705.4
H30年度 3,033 694.8
R1年度 2,969 692.7
R2年度 2,844 680.0
R3年度 2,826 690.8
R4年度 2,634 656.2
R5年度 2,503 634.4
R6年度 2,442 634.9

年度
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   3) 事業系ごみ排出量及び原単位の推移 

当町の事業系ごみ排出量及び原単位の推移を図 3-5、表 3-7 に示す。 

当町の事業系ごみ排出量は平成 28 年度をピークに令和６年度まで減少傾向に

ある。 

また、当町の１日当たり事業系ごみ総排出量（以下「事業系ごみ原単位」とい

う。）についても同様の傾向となっており、令和６年度においては平成 28 年度に

対して 32.4%減の 2.3t/日となった。 

 

 

図 3-5 事業系ごみ排出量及び原単位の推移 

 

表 3-7 事業系ごみ排出量及び原単位の推移 
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（2) ごみ処理・処分量 

   1) 焼却処理量の推移 

当町の焼却処理量の推移を図 3-6、表 3-8 に示す。 

当町の焼却処理量は平成 29 年度をピークに令和６年度まで減少傾向にある。令

和６年度においては平成 28 年度に対して 17.0%減の 2,506t/年となった。 

 

 

図 3-6 焼却処理量の推移 

 

表 3-8 焼却処理量の推移 
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   2) 資源化量及び資源化率の推移 

当町の資源化量及び資源化率の推移を図 3-7、表 3-9 に示す。 

当町の資源化率は平成 28 年度をピークに減少傾向にある。 

 

 

図 3-7 資源化量及び資源化率の推移 

 

表 3-9 資源化量及び資源化率の推移 
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H28年度 1,324 30.6
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R5年度 738 21.6
R6年度 672 20.4
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   3) 最終処分量及び埋立処分率の推移 

当町の最終処分量（災害がれき除く）及び埋立処分率の推移を図 3-8、表 3-10

に示す。 

当町において、最終処分の対象のほとんどは、平成 23 年度以降はクリーンセン

ターからの溶融飛灰となっており、概ね最終処分量は 100～200t/年で推移してい

る。 

 

 

図 3-8 最終処分量及び埋立処分率の推移 

 

表 3-10 最終処分量及び埋立処分率の推移 
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R2年度 167 4.3
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   4) ごみの組成割合 

ごみ質を把握することを目的として、リサイクルセンターの生活系ごみと事業

系ごみの組成割合を図 3-9 及び図 3-10 に示す。 

 

 

※令和 6 年度 

図 3-9 リサイクルセンターの生活系ごみの組成割合 

 

 
※令和 6 年度 

図 3-10 リサイクルセンターの事業系ごみの組成割合  
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（3) ごみ処理経費 

当町のごみ処理経費の推移を図 3-11、表 3-11 に示す。 

リサイクルセンター建設に係る工事費のため、その他の経費が平成 30 年度から令

和２年度にかけて増大している。それ以外の年度では、概ね 10,000 円/人・年前後で

推移している。 

 

 

資料：環境省 一般廃棄物処理実態調査結果 

図 3-11 ごみ処理経費の推移 

 

表 3-11 ごみ処理経費の推移 
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H27年度 35,041 37,923 26,572 8,014
H28年度 51,311 42,453 13,089 8,687
H29年度 51,311 45,168 29,963 10,441
H30年度 51,311 69,349 551,580 56,207
R1年度 51,787 39,017 187,569 23,772
R2年度 52,262 40,215 323,773 36,328
R3年度 53,925 45,610 11,110 9,872
R4年度 57,985 37,758 0 8,705
R5年度 53,926 57,121 36,296 13,668
R6年度 53,926 62,863 23,641 13,327
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（4) 数値目標の達成状況 

前計画で定めた数値目標（令和７年度）の達成状況を表 3-12 に示す。 

令和７年度の数値目標と令和６年度の実績を比較すると、事業系ごみ排出量は目

標値を達成している結果となった。家庭系ごみ収集燃えるごみの発生量原単位は、

目標達成まで 2.4g/人・日となっている。 

 

表 3-12 数値目標の達成状況（令和 6 年度時点） 

 

 

 

前述したように、前計画の令和７年度数値目標は、事業系ごみ排出量が目標達成して

いた。目標未達成の家庭系ごみ収集燃えるごみの発生量原単位については、令和７年度

での達成が見込める状況まできている。一方で、集団回収量が行われていないという課

題が継続している。 

このように、当町では、東日本大震災の津波による被害からの復旧・復興に取り組む

中で、一般廃棄物（ごみ）処理基本計画によるごみ処理が実施され、一般廃棄物の処理

行政もまた着実に前進していることが示されている。 

 

（1）「リサイクル社会の構築」に向け、住民、事業者、行政がそれぞれの役割分担

を明確にし、三者協働で取り組むことが重要である。リサイクルセンターの稼働

により町内での資源化が進められている。今後は食品ロスやプラスチックの資源

化への取り組みが課題である。 

（2）大震災以降、コミュニティの喪失により集団回収が行われていない現状が続い

ている。新たなコミュニティを構築し、集団回収による回収量の拡充や地域のご

み減量化・資源化活動の実施が必要である。 

 

前計画目標値 実績 目標値の

（令和7年度） （令和6年度） 達成状況

家庭系ごみ収集燃えるごみ
発生量原単位

g/人・日 424.9         427.3         未達成

家庭系ごみ収集燃えないごみ
発生量原単位

g/人・日 12.9          16.1          未達成

家庭系ごみ
集団回収量原単位

g/人・日 18            0 未達成

事業系ごみ排出量 t 1,203         781           達成

設定項目 単位
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（1）当町の資源物の回収については、広域圏の構成市町において、分別区分が最も

細分化されており、住民のリサイクルに対する意識レベルは高い。継続的な分別

区分の徹底とリサイクル意識の啓発が必要である。 

 

（1）ごみステーションは、設置位置を示した台帳により管理している。今後の人口

減少や世帯数の減少等に伴いごみステーションの適正配置について検討してい

くものとし、それに合わせた収集・運搬車両体制を構築する必要がある。  

（2）将来予測されるごみ量の動態及び多様化に対応するとともに、収集・運搬の効

率化を図るため、収集・運搬車両等について検討を行う必要がある。 

 

（1）安定した中間処理体制を整備するためには、家庭系・事業系ごみのごみ質組成

分析調査を定期的かつ継続的に実施し、排出状況の把握に努め、将来的に変化す

るごみ量・ごみ質を考慮する必要がある。 

（2）安全及び安定した中間処理を行っていくために、リサイクルセンターが平成 31

年４月より稼働している。当町における中間処理の拠点として、資源化物の排出

状況に応じた継続的な運営が必要である。 

 

（1）現状は当町の可燃物をクリーンセンターにて減容化し、その溶融飛灰を埋め立

てている。最終処分場の残余年数を考慮しつつ、外部委託を含む新たな最終処分

方法の検討が必要となっている。  
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人口については、「日本の地域別将来推計人口 令和５(2023)年推計」（国立社会保

障・人口問題研究所）の係数を利用した場合の人口推計値を用いた。 

 

表 3-13 人口の将来推計結果 

 

 

 

図 3-12 人口の将来推計結果  
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（1） ごみ排出量の推計方法 

   1) ごみ排出量の将来推計の考え方 

ごみ排出量の将来推計は一般的には、現状施策（ごみの排出抑制、再生利用）

で、ごみの排出量が将来的にどのように変化するのか（以下「現状のまま推移し

た場合」という。）を予測する。次いで、これに家庭、事業所等におけるごみの排

出抑制、再生利用の促進のために実施する新たな施策を踏まえた目標値を設定し、

目標達成後のごみ排出量（以下「減量目標を達成した場合」という。）の予測を行

う（図 3-13 参照）。 

 

 

図 3-13 現状のまま推移した場合と減量目標を達成した場合の 

ごみ処理排出量の将来予測イメージ 

 

   2) ごみ総排出量等の将来予測の流れ 

生活系ごみは人口の変動に関連し、事業系ごみは社会経済状況等に影響される

ため、ごみ量の推計にあたっては、大きく生活系ごみと事業系ごみに分け、推計

を行った。また、生活系ごみは一人１日当たりの原単位、事業系ごみ量は１日当

たりのごみ量または年間量を用いて推計を行った（図 3-14 参照）。 
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図 3-14 ごみ総排出量等の将来予測の流れ 
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   3) 一般的な将来推計の方法 

ごみ処理基本計画では、ごみ発生量（排出量、収集量等）の推計手法として、

トレンド推計（「時系列推計」等という）が一般的に使われる。 

「ごみ処理基本計画策定指針（平成 25 年６月 環境省）」における「ごみ発生

量の将来推計」においても、過去の実績からのトレンド法が紹介されている。 

 

【トレンド推計】 

過去の実績を時系列的にならべ、その変化する状況が時間軸に対して一定の規則

性を持っているとの仮定のもとに、理論的傾向線を当てはめて式をつくり、将来も

その傾向が続くものと仮定して将来性を予測する方法である。 

今回の将来予測においては、以下の推計式を用いることとし、トレンド推計法が

適した場合は、種類別に最適な推計式を選択することとした。適さない場合は、直

近の原単位を維持するものとした。 

 

 

 

 

（2） 現状のまま推移した場合のごみ排出量推計 

現状のまま推移した場合のごみ排出量推計は、「2) ごみ総排出量等の将来予測の流

れ」で示したように、生活系ごみ、事業系ごみそれぞれの過去のごみ量実績（合計原

単位）を傾向線にあてはめ、将来量の推計を行う。 

将来推計結果を表 3-14 に示す。 

 

   1) 生活系ごみ 

生活系ごみについては、全ごみ項目の合計原単位について将来推計を行い、そ

の原単位に将来人口及び年間日数を乗じることで、将来の排出量を推計する。 

平成 27 年度からの過去の実績から、原単位のトレンド推計を行った結果、採用

した直線式では、目標年度の令和 17 年度において、約 555g/人・日となった。 

令和 17 年度における生活系ごみ排出量合計の将来推計結果は、令和６年度の実

績 2,442 トンに対し、746 トン少ない 1,696 トン（現状から 31%減少）と推計した。 

 

推計式 数式 特徴

直線式 Ｙ＝ａＸ＋ｂ 傾き一定で単調に増加（減少）する場合を示す式

二次式 Ｙ＝ａＸ
２
＋ｂＸ＋ｃ 増減を大きく放物線で示す式

対数式 Ｙ＝ａlogＸ＋ｂ 徐々に増加率（減少率）が穏やかになる曲線式

べき乗式 Ｙ＝ａＸｂ 徐々に増加率（減少率）が増加していく曲線式

指数式 Ｙ＝ａｂＸ 徐々に増加率（減少率）が増加していく曲線式

ロジスティック式 Ｙ＝Ｋ/（１＋ａ×exp（-bＸ）） Ｋ値を上限として、上限と下限で左右対象となる推計式

Ｙ：計画年度における予測値　　Ｘ：計画年度　　ａ､ｂ､ｃ：定数　Ｋ：過去の実績値から求められる飽和値
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   2) 事業系ごみ 

事業系ごみについても、生活系ごみ同様、全ごみ項目の合計原単位について将

来推計を行い、その原単位に年間日数を乗じることで、将来の排出量を推計する。 

平成 27 年度からの過去の実績から、原単位のトレンド推計を行った結果、採用

した指数式では、目標年度の令和 17 年度において、約 1.4t/日となった。 

令和 17 年度における事業系ごみ排出量合計の将来推計結果は、令和６年度の実

績 845 トンに対し、320 トン少ない 525 トン（現状から 38%減少）と推計した。 
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表 3-14 ごみ排出量の将来推計結果（現状のまま推移した場合） 

 

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24 R25 R26 R27

人口 人 12,421 12,301 12,110 11,960 11,710 11,458 11,208 10,998 10,780 10,537 10,333 10,122 9,915 9,712 9,514 9,319 9,117 8,919 8,725 8,536 8,350 8,158 7,969 7,785 7,606 7,430 7,249 7,073 6,901 6,733 6,569

合計 t 4,208 4,325 4,209 4,156 4,041 3,879 3,784 3,558 3,420 3,287 3,209 3,095 2,994 2,879 2,776 2,677 2,585 2,482 2,390 2,301 2,221 2,129 2,047 1,967 1,895 1,816 1,743 1,672 1,608 1,538 1,475

計画収集量 t 3,866 3,991 3,880 3,808 3,589 3,464 3,330 3,205 3,069 2,960 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

直接搬入量 t 342 334 329 348 443 407 450 345 351 327 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

集団回収量 t 0 0 0 0 9 8 4 8 0 0 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

ごみ総排出量（合計） g/人・日 926 963 952 952 943 928 925 886 867 855 851 838 825 812 799 787 775 763 751 739 727 715 704 692 681 670 659 648 637 626 615

生活系ごみ g/人・日 686 683 705 695 695 682 692 658 634 635 635 627 619 611 603 595 587 579 571 563 555 547 539 531 523 515 507 499 491 483 475

事業系ごみ g/人・日 239 280 247 257 248 246 233 228 232 220 216 211 206 201 196 192 188 183 179 176 172 168 165 161 158 155 152 149 146 143 141

合計 t 4,208 4,128 4,384 4,156 3,890 3,866 3,780 3,550 3,420 3,174 3,209 3,095 2,994 2,879 2,776 2,677 2,585 2,482 2,390 2,301 2,221 2,129 2,047 1,967 1,895 1,816 1,743 1,672 1,608 1,538 1,475

直接焼却量 t 3,143 3,020 3,454 3,226 3,054 3,087 3,042 2,800 2,695 2,507 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

直接最終処分量 t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

中間処理量 t 653 713 540 611 836 779 738 750 725 667 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

直接資源化量 t 412 395 390 319 0 0 0 0 0 0 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

合計 t 796 929 858 889 1,138 1,147 938 926 738 672 658 636 617 595 576 557 540 520 503 487 472 455 440 425 412 398 384 371 360 347 335

焼却施設 t 405 471 431 424 406 450 414 380 332 267 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

その他資源化施設 t 391 458 427 465 732 697 524 546 406 405 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

リサイクル率 % 28.7 30.6 29.7 29.1 28.4 29.8 24.9 26.3 21.6 20.4 20.5 20.5 20.6 20.7 20.7 20.8 20.9 21.0 21.1 21.2 21.3 21.4 21.5 21.6 21.8 21.9 22.0 22.2 22.4 22.5 22.7

最終処分量 t 181 97 111 195 195 167 139 139 123 109 106 102 99 95 92 88 85 82 79 76 73 70 68 65 63 60 58 55 53 51 49

最終処分率（埋立処分率） % 4.3 2.2 2.6 4.7 4.8 4.3 3.7 3.9 3.6 3.3 3.3 3.3 3.3 3.3 3.3 3.3 3.3 3.3 3.3 3.3 3.3 3.3 3.3 3.3 3.3 3.3 3.3 3.3 3.3 3.3 3.3

合計 t 4,208 4,325 4,209 4,156 4,032 3,871 3,780 3,550 3,420 3,287 3,209 3,095 2,994 2,879 2,776 2,677 2,585 2,482 2,390 2,301 2,221 2,129 2,047 1,967 1,895 1,816 1,743 1,672 1,608 1,538 1,475

合計 t 3,120 3,067 3,118 3,033 2,969 2,844 2,826 2,634 2,503 2,442 2,396 2,317 2,247 2,167 2,095 2,024 1,959 1,885 1,819 1,754 1,696 1,629 1,568 1,509 1,455 1,396 1,341 1,288 1,239 1,186 1,138

混合ごみ t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

可燃ごみ t 2,196 2,142 2,199 2,114 2,122 2,033 2,047 1,879 1,787 1,716 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

不燃ごみ t 96 102 108 128 109 92 81 76 70 87 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

資源ごみ t 783 780 768 745 688 665 625 621 587 559 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

その他のごみ t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

粗大ごみ t 45 43 43 46 50 54 73 58 59 80 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

合計 t 1,088 1,258 1,091 1,123 1,063 1,027 954 916 917 845 813 778 746 712 682 652 626 597 571 547 525 501 479 459 440 420 402 384 369 352 337

混合ごみ t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

可燃ごみ t 947 1,074 971 983 932 902 789 741 760 735 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

不燃ごみ t 10 54 21 16 19 17 15 23 21 10 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

資源ごみ t 131 128 99 124 95 78 118 134 110 90 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

その他のごみ t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

粗大ごみ t 0 2 0 0 17 30 32 18 26 10 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

合計 t 1,208 1,324 1,248 1,208 1,147 1,155 942 934 738 672 658 636 617 595 576 557 540 520 503 487 472 455 440 425 412 398 384 371 360 347 335

合計 t 412 395 390 319 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

紙類 t 323 322 363 293 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

紙パック t 5 5 3 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

紙製容器包装 t 49 39 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

金属類 t 0 9 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ガラス類 t 3 3 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ペットボトル t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

白色トレイ t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

容器包装プラスチック t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

プラスチック類 t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

布類 t 29 17 18 23 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

肥料 t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

飼料 t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

溶融スラグ t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

固形燃料 t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

燃料 t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

焼却灰・飛灰のセメント原料化t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

セメント等への直接投入 t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

飛灰の山元還元 t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

廃食用油 t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他 t 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合計 t 796 929 858 889 1,138 1,147 938 926 738 672 658 636 617 595 576 557 540 520 503 487 472 455 440 425 412 398 384 371 360 347 335

紙類 t 16 0 0 0 292 267 278 323 188 183 179 176 173 169 165 162 159 155 152 148 145 142 138 135 132 129 126 123 120 117 114

紙パック t 0 0 0 0 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2

紙製容器包装 t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

金属類 t 189 191 194 202 215 203 168 165 149 84 82 81 79 77 76 74 73 71 70 68 67 65 64 62 61 59 58 56 55 54 52

ガラス類 t 115 116 114 108 108 102 99 86 79 101 99 97 95 93 91 89 88 85 84 82 80 78 76 75 73 71 69 68 66 65 63

ペットボトル t 39 50 39 42 36 33 37 41 42 35 34 34 33 32 32 31 30 30 29 28 28 27 26 26 25 25 24 23 23 22 22

白色トレイ t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

容器包装プラスチック t 27 32 32 28 30 31 26 27 23 20 21 20 19 18 17 16 15 14 13 12 11 10 9 9 8 7 6 6 5 4 4

プラスチック類 t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

布類 t 0 0 0 0 16 6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

肥料 t 97 136 135 172 140 155 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

飼料 t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

溶融スラグ t 313 404 344 337 298 347 327 281 254 246 238 226 215 203 192 182 173 163 154 146 139 131 124 117 111 104 98 93 88 83 78

固形燃料 t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

燃料 t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

焼却灰・飛灰のセメント原料化t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

セメント等への直接投入 t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

飛灰の山元還元 t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

廃食用油 t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他 t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合計 t 0 0 0 0 9 8 4 8 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

紙類 t 0 0 0 0 9 8 4 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

紙パック t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

紙製容器包装 t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

金属類 t 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ガラス類 t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ペットボトル t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

白色トレイ t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

容器包装プラスチック t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

プラスチック類 t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

布類 t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

肥料 t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

飼料 t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

溶融スラグ t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

固形燃料 t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

燃料 t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

焼却灰・飛灰のセメント原料化t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

セメント等への直接投入 t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

飛灰の山元還元 t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

廃食用油 t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他 t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

実績 推計

直接資源化量

項目 内訳1 内訳2 単位

生活系ごみ搬入量

（収集量+直接搬入量）

事業系ごみ搬入量

（収集量+直接搬入量）

中間処理後再生利用

ご

み

資

源

化

の

状

況

・

内

訳

資源化量

集団回収量

ご

み

処

理

の

概

要

ご

み

搬

入

量

の

状

況

・

内

訳

ごみ総排出量

（収集・搬入別）

ごみ処理量

中間処理後再生利用量

ごみ搬入量

最終処分量

1人1日あたりの排出量
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大震災で甚大な被害を受けた当町では、持続可能な社会を築くことが最も重要と考

える。廃棄物の減量・資源化、安全で安定した処理・処分すべては都市が持続して社

会生活を営むための基盤であることから、当町では「築こう！より豊かで美しい循環

型社会のまち 大槌町」を基本理念とし、住民、事業者、行政が協働して、取り組む

ことを目指す。 

 

 

 

 

 

 

当町では、以下の４つの基本方針を掲げ、各施策を実施していく。 

 

 

「発生抑制」「再使用」「再生利用」「熱回収」「適正処理」の優先順位を遵守しつつ、

当町にあった、住民、事業者、行政によるパートナーシップを構築し、住民、事業者

の意識の向上を目指し、ごみ減量化や資源化を図る。 

 

 

４Ｒを推進したうえで、最終的に排出されるごみについては、ごみ量、ごみ質等の変

化に応じ、収集運搬、中間処理及び最終処分の段階を経て、安全かつ安定した処理処

分を行う。また、効率的で効果的な適正処理を行うとともに、環境負荷の低減も図る。 

 

 

リサイクルセンターを含む施設全体の維持管理及び最終処分場の残余容量を注視しな

がら搬入している飛灰の処理について検討を進める。 

 

 

大震災で受けた経験を踏まえた当町の災害廃棄物処理計画をより実効性の高いものに

するため、平時から庁内の体制構築や連携強化、住民等への啓発・広報の充実などの

施策を推進する。 

 

 

*４Ｒとはリフューズ（Refuse：断る）、リデュ－ス（Reduce：減らす）、リユース（Reuse：再利用する）、

リサイクル（Recycle：再生利用する）の頭文字の４つのＲから４Ｒと呼んでいます。 

方針１：発生抑制を最優先にした４Ｒの推進による減量・資源化の促進 

築こう！より豊かで美しい循環型社会のまち 大槌町 

方針２：ごみの適正処理の推進 

方針３：計画的な施設整備の推進 

方針４：災害廃棄物処理計画の実効性の向上 
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「築こう！より豊かで美しい循環型社会のまち 大槌町」の実現に向けた各種施策

の進捗状況を定量的に把握・評価するために、次の数値目標を設定する。 

 

目標①一般廃棄物排出量全体 

 ■一人１日当たりのごみ排出量を令和６年度から約 24%減量する。 

       令和６年度（実績）855g/人・日→令和 17 年度 653g/人・日 

 

目標②家庭系ごみ 

 ■一人１日当たりの家庭ごみ排出量（資源物を除く）を令和６年度から約 24%減量する。 

       令和６年度（実績）490g/人・日→令和 17 年度 370g/人・日 

 

目標③事業系ごみ 

 ■１日当たりの事業系ごみ排出量を令和６年度から約 38%減量する。 

       令和６年度（実績）2.32t/日→令和 17 年度 1.43t/日 

 

目標④資源化率 

 ■資源化率を 23.0%以上にする。 

       令和６年度（実績）20.4%→令和 17 年度 23.0%以上 

 

目標⑤最終処分量 

 ■最終処分量を令和６年度から約 39%削減する。 

       令和６年度（実績）109 トン→令和 17 年度 66 トン 

 

表 3-15 目標値一覧表 

番号 指標 
基準実績 

R6 年度 

目標値 

R17 年度 

基準年度

との比較 
国・岩手県・大槌町の目標値 

目標 

① 

一人１日当たりのごみ排

出量【g/人日】 
855 653 -24% 

国：R12 年度までに-9%（R4 年度比） 

町（環境基本計画）：690g/人日（R15 年度） 

目標 

② 

一人 1 日当たりの家庭ごみ排

出量（資源物を除く）【g/人日】 
490 370 -24% 

国：478g/人日（R12 年度） 

県：465g/人日（R7 年度） 

目標 

③ 

１日当たりの事業系ごみ

排出量【t/日】 
2.32 1.43 -38% 県：R7 年度までに-17%（H30 年度比） 

目標 

④ 
資源化率【%】 20.4 

23.0 

以上 
+2.6% 

国：26%（R12 年度） 

県：23%（R7 年度） 

町（環境基本計画）：22.1%以上（R15 年度） 

目標 

⑤ 
最終処分量【t】 109 66 -39% 

国：R12 年度までに-5%（R4 年度比） 

県：R7 年度までに-13%（H30 年度比） 
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（1） 目標①一般廃棄物排出量全体の減量 

住民、事業者、行政の役割分担を明確にし、それぞれの主体が一体となって一

般廃棄物の排出量を減らしていく。 

また、普及・啓発事業を通じて、循環型社会構築のためのパートナーシップ形

成を推進し、意識啓発及び情報提供を行う。 

 

（2） 目標②家庭系ごみ排出量（資源物を除く）の減量  

３きり運動に代表される食品ロス削減への取り組みを加速させることで、家庭

系ごみの排出量を減らしていく。 

また、分別の徹底、集団回収の推進を行うことで家庭系ごみの減量化・資源化

を進めていく。 

 

（3） 目標③事業系ごみ排出量の減量 

事業活動に伴う廃棄物は排出者責任の徹底を図り、適正処理を推進する。これ

には、食品ロス削減やプラスチック製容器包装の資源化を含めた取り組みの協力

も求めていく。 

また、公共施設は当町のモデルとして、率先してごみの減量化・資源化に取り

組む。 

 

（4） 目標④資源化率の向上 

排出者による分別の徹底に加え、収集・運搬計画に基づく効率的な分別収集を

促進することで資源化率の向上を図る。クリーンセンター及びリサイクルセンタ

ーによる適正処理を進め、これら中間処理施設の維持管理と省エネルギー・省資

源に配慮した運営を実施していく。 

 

（5） 目標⑤最終処分量の減量 

一般廃棄物排出量の減量と資源化率の向上が最終処分量の減量に直接寄与す

ることから、上記目標①～目標④への施策や取り組みを進めていく。 
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（1） ごみ排出量の推計結果 

   1) ごみ総排出量及び原単位の減量目標 

ごみ総排出量及び原単位の減量目標を図 3-15 及び表 3-16 に示す。 

令和 17 年度には 653.4g/人・日までの減量を目標とする。 

 

 

図 3-15 ごみ総排出量及び原単位の減量目標 

 

表 3-16 ごみ総排出量及び原単位の減量目標 

  

0.0

200.0

400.0

600.0

800.0

1000.0

1200.0

 -

 1,000

 2,000

 3,000

 4,000

 5,000

 6,000

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

実績 推計

ごみ総排出量 総排出量原単位

（t/年） （g/人・日）

ごみ総排出量 総排出量原単位

（t/年） （g/人・日）

H27 4,208         925.6
H28 4,325         963.3
H29 4,209         952.2
H30 4,156         952.0
R1 4,041         942.9
R2 3,879         927.5
R3 3,784         925.0
R4 3,558         886.3
R5 3,420         866.8
R6 3,287         854.7
R7 3,154         836.4
R8 3,022         818.1
R9 2,902         799.8
R10 2,770         781.5
R11 2,650         763.2
R12 2,534         744.9
R13 2,425         726.6
R14 2,306         708.3
R15 2,197         690.0
R16 2,093         671.7
R17 1,997         653.4

年度

実績

推計
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   2) 家庭系ごみ排出量及び原単位の減量目標 

家庭系ごみ排出量及び原単位の減量目標を図 3-16 及び表 3-17 に示す。 

令和 17 年度には 369.6g/人・日までの減量を目標とする。 

 

 

図 3-16 家庭系ごみ排出量及び原単位の減量目標 

 

表 3-17 家庭系ごみ排出量及び原単位の減量目標 
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H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

実績 推計

家庭系ごみ（資源物を除く）排出量（t/年） 家庭系ごみ（資源物を除く）原単位 （g/人・日）

（t/年） （g/人・日）

家庭系ごみ
（資源物を除く）

排出量

家庭系ごみ
（資源物を除く）

原単位

（t/年） （g/人・日）

H27 2,296 505.0
H28 2,287 509.4
H29 2,350 531.7
H30 2,288 524.1
R1 2,272 530.1
R2 2,165 517.7
R3 2,191 535.6
R4 2,000 498.1
R5 1,916 485.6
R6 1,883 489.6
R7 1,805 478.6
R8 1,731 468.6
R9 1,664 458.5
R10 1,589 448.1
R11 1,520 437.6
R12 1,452 426.9
R13 1,387 415.7
R14 1,317 404.5
R15 1,252 393.0
R16 1,188 381.4
R17 1,130 369.6

年度

実績

推計
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   3) 事業系ごみ排出量及び原単位の減量目標 

事業系ごみ排出量及び原単位の減量目標を図 3-17 及び表 3-18 に示す。 

事業系ごみについては、原単位及び排出量は現状のまま推移した場合を維持す

ることを目標とする。 

 

 

図 3-17 事業系ごみ排出量及び原単位の減量目標 

 

表 3-18 事業系ごみ排出量及び原単位の減量目標 
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2,000

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

実績 推計

事業系ごみ排出量（t/年） 事業系ごみ原単位（t/日）

（t/年） （t/日）

事業系ごみ排出量 事業系ごみ原単位

（t/年） （t/日）

H27 1,088 2.97
H28 1,258 3.45
H29 1,091 2.99
H30 1,123 3.08
R1 1,063 2.90
R2 1,027 2.81
R3 954 2.61
R4 916 2.51
R5 917 2.51
R6 845 2.32
R7 813 2.23
R8 778 2.13
R9 746 2.04
R10 712 1.95
R11 682 1.87
R12 652 1.79
R13 626 1.71
R14 597 1.64
R15 571 1.57
R16 547 1.50
R17 525 1.43

年度

実績

推計
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（2） ごみ処理・処分量の推計結果 

   1) 焼却処理量の推計結果 

減量目標を達成した場合の焼却処理量を図 3-18 及び表 3-19 に示す。 

令和 17 年度には 1,763t/年となった。 

 

 

図 3-18 焼却処理量の推計結果 

 

表 3-19 焼却処理量の推計結果 

 

  

0
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1,000

1,500
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4,000

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

実績 推計

焼却処理量 （t/年）

（t/年）

焼却処理量

（t/年）

H27 3,143
H28 3,020
H29 3,454
H30 3,226
R1 3,054
R2 3,087
R3 3,042
R4 2,800
R5 2,695
R6 2,507
R7 2,548
R8 2,458
R9 2,377
R10 2,286
R11 2,204
R12 2,125
R13 2,052
R14 1,971
R15 1,898
R16 1,827
R17 1,763

年度

実績

推計
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   2) 資源化量及び資源化率の推計結果 

減量目標を達成した場合の総資源化量及び資源化率を図 3-19 及び表 3-20 に示

す。 

ごみ排出量は減少し、総資源化量はわずかに減少していくと見込まれるため、

資源化率は向上するとして、令和 17 年度には資源化量 472t/年、資源化率 23.7%

を達成する結果となった。 

 

 

図 3-19 資源化量及び資源化率の推計結果 

 

表 3-20 資源化量及び資源化率の推計結果 
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H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

実績 推計

総資源化量 （t/年） 資源化率 （%）

（t/年） （%）

総資源化量 資源化率

（t/年） （%）

H27 1,208 28.7
H28 1,324 30.6
H29 1,248 29.7
H30 1,208 29.1
R1 1,147 28.4
R2 1,155 29.8
R3 942 24.9
R4 934 26.3
R5 738 21.6
R6 672 20.4
R7 658 20.9
R8 636 21.0
R9 617 21.2
R10 595 21.5
R11 576 21.7
R12 557 22.0
R13 540 22.3
R14 520 22.6
R15 503 22.9
R16 487 23.3
R17 472 23.7

年度

実績

推計
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   3) 最終処分量及び埋立処分率の推計結果  

減量目標を達成した場合の最終処分量及び埋立処分率を図 3-20 及び表 3-21 に

示す。 

埋立処分率は令和７年度以降横ばい傾向が推計され、ごみ排出量が減少するこ

とから令和 17 年度には 66t/年までの減量を目標とする。 

 

 

図 3-20 最終処分量及び埋立処分率の推計結果 

 

表 3-21 最終処分量及び埋立処分率の推計結果 
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実績 推計

最終処分量 （t/年） 埋立処分率 （%）

（t/年） （%）

最終処分量 埋立処分率

（t/年） （%）

H27 181 4.3
H28 97 2.2
H29 111 2.6
H30 195 4.7
R1 195 4.8
R2 167 4.3
R3 139 3.7
R4 139 3.9
R5 123 3.6
R6 109 3.3
R7 104 3.3
R8 100 3.3
R9 96 3.3
R10 91 3.3
R11 87 3.3
R12 84 3.3
R13 80 3.3
R14 76 3.3
R15 73 3.3
R16 69 3.3
R17 66 3.3

年度

実績

推計
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（2） ごみ排出量の推計結果 

「4-3 数値目標」に示す減量目標を達成した場合のごみ排出量の将来推計結果を表

3-22 に示す。 
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表 3-22 ごみ排出量の将来推計結果（減量目標を達成した場合） 

 

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

人口 人 12,421 12,301 12,110 11,960 11,710 11,458 11,208 10,998 10,780 10,537 10,333 10,122 9,915 9,712 9,514 9,319 9,117 8,919 8,725 8,536 8,350

合計 t 4,208 4,325 4,209 4,156 4,041 3,879 3,784 3,558 3,420 3,287 3,154 3,022 2,902 2,770 2,650 2,534 2,425 2,306 2,197 2,093 1,997

計画収集量 t 3,866 3,991 3,880 3,808 3,589 3,464 3,330 3,205 3,069 2,960 - - - - - - - - - - -

直接搬入量 t 342 334 329 348 443 407 450 345 351 327 - - - - - - - - - - -

集団回収量 t 0 0 0 0 9 8 4 8 0 0 - - - - - - - - - - -

ごみ総排出量（合計） g/人・日 926 963 952 952 943 928 925 886 867 855 851 838 825 812 799 787 775 763 751 739 727

生活系ごみ g/人・日 686 683 705 695 695 682 692 658 634 635 635 627 619 611 603 595 587 579 571 563 555

事業系ごみ g/人・日 239 280 247 257 248 246 233 228 232 220 216 211 206 201 196 192 188 183 179 176 172

ごみ総排出量（合計） g/人・日 926 963 952 952 943 928 925 886 867 855 836 818 800 781 763 745 727 708 690 672 653

生活系ごみ（資源除く） g/人・日 514 509 532 524 534 523 539 503 486 490 479 469 458 448 438 427 416 404 393 381 370

事業系ごみ（単位：g/人日） g/人・日 239 280 247 257 248 246 233 228 232 220 216 211 206 201 196 192 188 183 179 176 172

事業系ごみ（単位：t/日） t/日 (2.97) (3.45) (2.99) (3.08) (2.90) (2.81) (2.61) (2.50) (2.51) (2.32) (2.23) (2.13) (2.04) (1.95) (1.87) (1.79) (1.71) (1.64) (1.57) (1.50) (1.43)

全資源推計 g/人・日 175 207 194 204 266 274 229 231 187 175 174 172 170 168 166 164 162 160 158 156 155

生活系ごみ資源推計 g/人・日 172 174 174 171 161 159 153 155 149 145 142 139 136 132 129 126 123 120 118 115 112

事業系ごみ資源推計 g/人・日 29 29 22 28 22 19 29 33 28 23 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42

合計 t 4,208 4,128 4,384 4,156 3,890 3,866 3,780 3,550 3,420 3,174 3,209 3,095 2,994 2,879 2,776 2,677 2,585 2,482 2,390 2,301 2,221

直接焼却量 t 3,143 3,020 3,454 3,226 3,054 3,087 3,042 2,800 2,695 2,507 2548 2457.5 2376.8 2285.9 2204.2 2125.2 2052.4 1971 1897.7 1826.9 1763.3

直接最終処分量 t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 - - - - - - - - - - -

中間処理量 t 653 713 540 611 836 779 738 750 725 667 - - - - - - - - - - -

直接資源化量 t 412 395 390 319 0 0 0 0 0 0 - - - - - - - - - - -

合計 t 796 929 858 889 1,138 1,147 938 926 738 672 658 636 617 595 576 557 540 520 503 487 472

焼却施設 t 405 471 431 424 406 450 414 380 332 267 - - - - - - - - - - -

その他資源化施設 t 391 458 427 465 732 697 524 546 406 405 - - - - - - - - - - -

リサイクル率 % 28.7 30.6 29.7 29.1 28.4 29.8 24.9 26.3 21.6 20.4 20.9 21.0 21.2 21.5 21.7 22.0 22.3 22.6 22.9 23.3 23.7

最終処分量 t 181 97 111 195 195 167 139 139 123 109 104 100 96 91 87 84 80 76 73 69 66

最終処分率（埋立処分率） % 4.3 2.2 2.6 4.7 4.8 4.3 3.7 3.9 3.6 3.3 3.3 3.3 3.3 3.3 3.3 3.3 3.3 3.3 3.3 3.3 3.3

合計 t 4,208 4,325 4,209 4,156 4,032 3,871 3,780 3,550 3,420 3,287 3,209 3,095 2,994 2,879 2,776 2,677 2,585 2,482 2,390 2,301 2,221

合計 t 3,120 3,067 3,118 3,033 2,969 2,844 2,826 2,634 2,503 2,442 2,396 2,317 2,247 2,167 2,095 2,024 1,959 1,885 1,819 1,754 1,696

混合ごみ t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 - - - - - - - - - - -

可燃ごみ t 2,196 2,142 2,199 2,114 2,122 2,033 2,047 1,879 1,787 1,716 - - - - - - - - - - -

不燃ごみ t 96 102 108 128 109 92 81 76 70 87 - - - - - - - - - - -

資源ごみ t 783 780 768 745 688 665 625 621 587 559 537 513 492 470 449 430 411 392 374 358 343

その他のごみ t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 - - - - - - - - - - -

粗大ごみ t 45 43 43 46 50 54 73 58 59 80 - - - - - - - - - - -

合計 t 1,088 1,258 1,091 1,123 1,063 1,027 954 916 917 845 813 778 746 712 682 652 626 597 571 547 525

混合ごみ t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 - - - - - - - - - - -

可燃ごみ t 947 1,074 971 983 932 902 789 741 760 735 - - - - - - - - - - -

不燃ごみ t 10 54 21 16 19 17 15 23 21 10 - - - - - - - - - - -

資源ごみ t 131 128 99 124 95 78 118 134 110 90 121 123 124 125 126 127 128 129 129 129 130

その他のごみ t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 - - - - - - - - - - -

粗大ごみ t 0 2 0 0 17 30 32 18 26 10 - - - - - - - - - - -

合計 t 1,208 1,324 1,248 1,208 1,147 1,155 942 934 738 672 658 636 617 595 576 557 540 520 503 487 472

合計 t 412 395 390 319 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

紙類 t 323 322 363 293 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

紙パック t 5 5 3 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

紙製容器包装 t 49 39 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

金属類 t 0 9 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ガラス類 t 3 3 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ペットボトル t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

白色トレイ t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

容器包装プラスチック t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

プラスチック類 t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

布類 t 29 17 18 23 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

肥料 t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

飼料 t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

溶融スラグ t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

固形燃料 t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

燃料 t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

焼却灰・飛灰のセメント原料化t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

セメント等への直接投入 t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

飛灰の山元還元 t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

廃食用油 t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他 t 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合計 t 796 929 858 889 1,138 1,147 938 926 738 672 658 636 617 595 576 557 540 520 503 487 472

紙類 t 16 0 0 0 292 267 278 323 188 183 179 176 173 169 165 162 159 155 152 148 145

紙パック t 0 0 0 0 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 2 2 2

紙製容器包装 t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

金属類 t 189 191 194 202 215 203 168 165 149 84 82 81 79 77 76 74 73 71 70 68 67

ガラス類 t 115 116 114 108 108 102 99 86 79 101 99 97 95 93 91 89 88 85 84 82 80

ペットボトル t 39 50 39 42 36 33 37 41 42 35 34 34 33 32 32 31 30 30 29 28 28

白色トレイ t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

容器包装プラスチック t 27 32 32 28 30 31 26 27 23 20 21 20 19 18 17 16 15 14 13 12 11

プラスチック類 t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

布類 t 0 0 0 0 16 6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

肥料 t 97 136 135 172 140 155 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

飼料 t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

溶融スラグ t 313 404 344 337 298 347 327 281 254 246 238 226 215 203 192 182 173 163 154 146 139

固形燃料 t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

燃料 t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

焼却灰・飛灰のセメント原料化t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

セメント等への直接投入 t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

飛灰の山元還元 t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

廃食用油 t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他 t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合計 t 0 0 0 0 9 8 4 8 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

紙類 t 0 0 0 0 9 8 4 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

紙パック t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

紙製容器包装 t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

金属類 t 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ガラス類 t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ペットボトル t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

白色トレイ t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

容器包装プラスチック t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

プラスチック類 t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

布類 t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

肥料 t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

飼料 t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

溶融スラグ t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

固形燃料 t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

燃料 t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

焼却灰・飛灰のセメント原料化t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

セメント等への直接投入 t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

飛灰の山元還元 t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

廃食用油 t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他 t 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1人1日あたりの排出量

【推計】

ご

み

処

理

の

概

要

ごみ総排出量

（収集・搬入別）

1人1日あたりの排出量

ごみ処理量

中間処理後再生利用量

最終処分量

項目 内訳1 内訳2 単位

実績 推計

ご

み

搬

入

量

の

状

況

・

内

訳

ごみ搬入量

生活系ごみ搬入量

（収集量+直接搬入量）

事業系ごみ搬入量

（収集量+直接搬入量）

ご

み

資

源

化

の

状

況

・

内

訳

資源化量

直接資源化量

中間処理後再生利用

集団回収量
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（1） 住民、事業者、行政の役割分担 

ごみの発生・排出抑制、ごみの分別及びその適正処理の責任は住民、事業者それぞ

れにある。住民及び事業者と行政が一体となって、廃棄物が有効利用される循環型社

会の構築を目指す。 

住民、事業者、行政における役割分担を整理して以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2） 普及・啓発事業 

住民、事業者に対し、循環型社会構築のためのごみ処理の優先順位について浸透を

図る。継続して住民に対する出前講座の実施や広報誌・ホームページを活用し、今後

もより一層の普及・啓発活動を実施する。 

   1) パートナーシップの形成 

ごみ問題に関し、住民、事業者と連携、協働した取り組みを推進するため、廃棄

物対策協議会、減量等推進員制度の組織作りと推進体制を整備する。また、定期的

な「地区清掃」、「道路・河川・海辺などの美化清掃」等を通じて、住民と協働し、

清潔で美しいまちづくりを推進する。 

住民、事業者、行政の役割分担 

【住民】 

・ごみ減量のための消費生活の見直し 

・資源物リサイクルへの積極的取り組み 

・ごみ分別排出の徹底 

・リサイクル商品の利用 

・町が行う施策への協力 

・食品ロス削減への意識向上 

【事業者】 

・環境負荷の少ない商品の生産や販売 

・環境優先の事業活動 

・自己責任によるごみの適正処理 

・多量排出事業者の減量化・再資源化計画等の作成・実行 

・再資源可能な包装材・容器等の回収への協力 

・町が行う施策への協力 

・食品廃棄物の減量と再資源化への取り組み 

【行政】 

・生涯学習活動などでの住民への減量啓発活動 

・ごみ減量のための住民活動等に対する協力 

・ごみの分別収集による資源回収の促進 

・生ごみ処理容器の購入助成制度等の施策の展開 

・中間処理における資源化の推進 

・広域化計画の推進（岩手沿岸南部広域圏との連携） 

・事業者に対する指導の強化 

・食品ロス削減に向けた施策の推進 

・プラスチック資源循環の検討 
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   2) 住民・事業者への意識啓発及び情報提供 

住民や事業者に対し、食品ロス削減を含めたごみ問題への関心や４Ｒの推進によ

るライフスタイルの転換等、ごみの減量化・資源化への意識啓発や情報提供を実施

する。 

 

 【参考】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   3) 買い物袋・買い物かご持参運動 

環境省・経済産業省・３Ｒ活動推進フォーラム・各都道府県が連携して毎年実施

されている「環境にやさしい買い物キャンペーン」を通して、商品購入時における

マイバッグ持参運動、詰め替え品、長い間使える製品、リサイクル可能な商品、リ

サイクル製品等の、環境にやさしい商品の購入等の３Ｒ行動の実践を呼びかけ、商

品購入段階からのごみの排出抑制の推進に努める。 

 

   4) 環境教育・環境学習の推進 

ごみに関する出前講座、勉強会、ごみ処理施設等の見学会、リサイクル分別体験

等、学校や地域ぐるみで考え、学び、実践する生涯学習としての取り組みを推進す

る。また、環境学習の一環として、ポスターコンクールの開催やクリーンセンター

及び一般廃棄物最終処分場等の施設見学の依頼にも積極的に対応していく。 

 

 

  

 

 

レジ袋（大）：10ｇ 

包装紙：５～20ｇ 

ブックカバー：5ｇ 

シャンプー、リンスの容器 

：90ｇ 

牛乳パック（1L）：30ｇ 

スチール缶（350ml）：30ｇ 

アルミ缶（350ml）：20ｇ 

ビール瓶（大）：480ｇ 

ペットボトル（500ml）：30ｇ 

割り箸（1 膳）：5ｇ 

ティッシュペーパー：1ｇ 

文庫本（200 頁）：140ｇ 

T シャツ：130ｇ 
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（3） 家庭系ごみの減量化・資源化 

   1) 生ごみの減量化 

生ごみの減量化を促進するため、当町で実施している生ごみ処理容器を購入する

世帯に対する助成制度を継続していく。また、３きり運動（「使いきり」・「食べきり」・

「水きり」）への取り組みや少量・量り売りの購入など食品ロスの削減による減量を

推進する。 

 

   2) 分別の徹底 

今後も引き続き、分別区分を継続して回収するとともに、住民のリサイクルに対

する意識が低下することがないよう啓発の充実を図る。 

 

   3) 集団回収の推進 

集団回収への助成を継続し、地域コミュニティ形成の一助とするとともに、資源

回収の促進を図る。 

 

   4) 資源回収業者の確保 

地域で回収された資源が、円滑に資源回収業者に引き渡されるよう、必要に応じ

て業者との連絡・調整を行う。 

 

   5) 再資源化収集品目の拡大 

再資源化が可能で、ごみの減量に効果があるものについては、分別収集品目の拡

大を検討する。 

 

   6) プラスチックの資源循環の促進 

エコプラスチック、バイオプラスチック、簡易包装商品の選択・使用を推進し、

プラスチックごみの分別を検討する。 

 

 

（4） 事業系ごみの減量化・資源化 

   1) 排出者責任の徹底 

事業活動に伴い排出される廃棄物は、事業者が自らの責任において適正処理する

ことが法律により義務づけられているため、事業者に対しては、排出者責任の徹底

を周知する。 
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   2) 事業系ごみの適正処理の推進 

病院・介護施設・ホテル・給食センター・小売業・飲食店等の事業者に対し、排

出される生ごみの減量化・資源化を促進するよう協力を呼びかけ、食品ロス削減へ

の取り組みを推進する。また、プラスチック製容器包装を含めた過剰包装を自粛す

ることで、包装廃棄物の排出を抑制し、再生利用が可能なものは資源化するよう協

力を求める。 

 

   3) 公共施設における減量化の推進 

公共施設は、他の事業所のモデルとなるべく、自ら率先して資源化、減量化に取

り組む。 

 

 

（1） 排出場所の適正管理 

ごみステーションは、設置位置を示した台帳により管理している。今後も、台帳に

よる管理を継続し、ごみステーションの適正配置、整備について検討していく。 

 

（2） ごみの収集体制 

ごみ分別区分の回収日に従い、ステーション方式による収集を今後も引き続き実施

する。 

 

（3） 効率的な分別収集の促進 

ごみの排出に係る「収集カレンダー」「ごみの出し方・分け方」のチラシを毎年作成、

全戸配布しており、ごみステーションに排出された収集日が守られていないごみや分

別ルールが守られていないごみには、「違反ごみシール」を貼り、住民へ周知している。

今後もチラシやホームページ等により分別方法等を周知することで、分別の徹底を図

る。 

 

（4） 収集運搬委託事業者に対する指導等 

ごみの収集運搬に従事している事業者に対し、一般廃棄物収集運搬従事者講習会を

開催する等、収集運搬の適正な実施と作業時の安全・衛生の確保並びに交通事故防止

等に関する教育、指導を行う。 

 

（5） 低公害収集車両導入の促進 

収集運搬に使用する車両には、環境にやさしい低公害車の導入を促進する。 

 



48 

 

（6） 収集不適ごみに対する適正排出の徹底 

分別の不備や処理困難物等の収集できないごみに対し、「違反ごみシール」を貼り、

適正排出を徹底する。 

 

 

（1） 安定した中間処理体制の整備 

今後も継続して、家庭系・事業系ごみのごみ量及びごみ質の分析調査を定期的に実

施し、排出状況の把握に努める。 

排出されたごみについては、引き続きクリーンセンター及びリサイクルセンターに

て適正処理を行う。 

 

（2） 施設の維持管理 

排出された資源物を適正処理するため、定期的な設備のメンテナンスを実施する。 

 

（3) 住民・社会のニーズ、省エネルギー・省資源に配慮した中間処理の運営  

中間処理の運営にあたっては、住民の要望等を十分に加味するとともに、クリーン

センターやリサイクルセンターにおいて、CO2 排出量の削減や生成物の資源循環等、環

境面に配慮した運営に努める。 

 

（4) 広域化計画の推進 

広域圏では、ごみ焼却・破砕施設としてクリーンセンターを有しており、今後も構

成市町との連携・協力体制を進めつつ、クリーンセンターにおいて当町のごみを適正

処理していく。 

 

 

（1) 最終処分場の維持管理 

現状は当町の可燃物をクリーンセンターにて減容化し、その溶融飛灰を埋め立てて

いる。最終処分場の残余年数と最終処分場水処理施設の老朽化による設備更新を考慮

しながら外部委託を選択肢の一つとして最終処分方法の検討が必要となっている。 

 

（2) 関係法令に準拠した公害防止対策 

引き続き、関係法令に準拠し、公害防止対策を図る。 
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（1) 災害廃棄物対策 

当町が経験した大震災での災害廃棄物処理の経験を踏まえ、今後、「災害廃棄物処理

対策指針（平成 26 年３月 環境省）」に基づき、より一層の災害廃棄物の迅速な対応

のためと、大規模災害未経験自治体への参考となるように、「災害廃棄物処理計画」を

実効性の高いものとする。 

 

（2) 不法投棄の防止 

住民や地域の自治会、事業者との連携により不法投棄に対する監視体制を強化し、

日常的な巡回パトロールの実施、監視カメラや防止看板を設置する等、不法投棄の未

然防止に努める。 

また、土地所有者（管理者）には、その土地の管理者責任を果たす義務があり、日

頃から所有（管理）する土地が、不法投棄されないような対策の徹底を周知していく。 

 

（3) 適正処理困難物対策 

   1) 在宅医療廃棄物 

注射針及び血液が付着したものについては、感染性の危険が考えられることから、

医療機関等での回収を強化し、専門業者等での処理を行う。 

 

   2) 特別管理一般廃棄物及び適正処理困難物排出者責任の徹底 

特別管理一般廃棄物※、適正処理困難物（ガスボンベ、農薬、廃油、塗料、オー

トバイ、自動車部品、タイヤ、バッテリー、農機具、ピアノ、業務用機器等）につ

いては、これまでのとおり、製造事業所及び専門業者等に引き渡すこととし、当町

では取り扱わない。 

なお、当町で取り扱わない品目については、不法投棄の未然防止の観点から、専

門業者等の紹介を行う。 

※特別管理一般廃棄物：廃棄物処理法第 2 条第 3 項により、「一般廃棄物のうち、爆発性、毒

性、感染性その他の人の健康又は生活環境に係る被害を生ずるおそれがある性状を有する

もの」→「ＰＣＢ使用部品（廃エアコン・廃テレビ、廃電子レンジに含まれるＰＣＢを使

用する部品）」、「ばいじん（ごみ処理施設の集じん施設で生じたばいじん）」、「ばいじん、

燃え殻、汚泥（ダイオキシン特措法の特定施設である廃棄物焼却炉から生じたものでダイ

オキシン類を 3ng/g を超えて含有するもの）」、「感染性一般廃棄物（医療機関等から排出さ

れる一般廃棄物であって、感染性病原体が含まれもしくは付着しているおそれのあるもの）」 

 

 

（1) 計画の公開 

住民、事業者等へ本計画の周知を図るため、広報誌やホームページに掲載するとと

もに、パンフレットを配布する。また、必要に応じて出前講座等の説明会等を実施す

る等、広く積極的な広報啓発に努める。 
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（2) 計画推進 

計画を推進していくためには、住民、事業者に対する計画内容の周知と、住民、事

業者、行政の役割分担の認識を深め、三者による協働した取り組みが必要である。 

また、ＰＤＣＡサイクルを用い、各施策の実行や効果、それにともなう計画目標の

達成状況を定期的に点検・見直しを実施する「評価システム」を構築し、各施策の適

正かつ円滑な進行管理を行うことで、計画を推進する。 

なお、その評価は住民・事業者に対し、さらに各施策への理解及び参画を求めてい

くため、ホームページ等で公表する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

PLAN

（計画）

DO

（実行）

CHECK

（点検・評価）

ACTION

（見直し）
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食品ロスとは、本来食べられるにも関わらず廃棄されている食品であり、生産段

階・製造段階・流通段階・消費段階において発生している。 

令和５年度の国の推計によると、日本の食品ロス量は、464 万 t と推計されてお

り、食品の廃棄は生産・流通過程で使用した多くのエネルギーや資源を無駄にして

いると同時に、ごみ処理過程においては温室効果ガスを排出させる等、地球環境へ

の負荷の一因となっている。食品ロスの削減については、平成 27 年９月に採択され

た SDGs のターゲットの一つとなっており、令和 12 年までに小売・消費レベルにお

ける世界全体の１人当たりの食品廃棄物を半減させることが盛り込まれており、国

際的にも関心が高まっている。 

我が国においては、国、地方公共団体、事業者、消費者等の多様な主体が連携し、

食品ロスの削減を推進するため、令和元年に「食品ロスの削減の推進に関する法律」

（令和元年法律第 19 号、以下「食品ロス削減推進法」という。）が制定され、令和

２年に「食品ロスの削減の推進に関する基本的な方針」が閣議決定された。このな

かで、市町村は食品ロス削減推進計画を定めるよう努めなければならないとされて

おり、当町においても「食品ロス削減推進計画」を策定する。 

 

計画の策定に関して、令和元年に制定された食品ロス削減推進法のほか、関連す

る計画・目標等について以下に示す。 

年 関連計画・削減目標 
令和元年 食品循環資源の再生利用等の促進に関する基本方針  

・事業系食品ロス：平成 12 年度比で令和 12 年度までに食品ロス量を半減させる 
食品ロスの削減の推進に関する法律（令和元年法律第 19 号） 

令和 2 年 食品ロスの削減の推進に関する基本的な方針(令和２年３月 31 日閣議決定)  
・食品ロス問題を認知して削減に取り組む消費者の割合を 80%とする 

令和 3 年 第４次食育推進基本計画  
・食品ロス削減のために何らかの行動をしている国民の割合を令和７年 80%とする 
岩手県食品ロス削減推進計画（令和３年 12 月） 
・2030 年度の食品ロス発生量を 2018 年度比で 18%削減する 
・2030 年度における『食品ロス問題を認知して削減に取り組む消費者』の割合を 90%
にする 

令和 6 年 第五次循環型社会形成推進基本計画(令和６年８月２日閣議決定)  
・食品ロス量半減 (計画フォローアップに当たって、進捗把握する項目)  

令和 7 年 食品循環資源の再生利用等の促進に関する基本方針 
・事業系食品ロス：平成 12 年度比で令和 12 年度までに食品ロス量を 60%削減させる 
食品ロスの削減の推進に関する基本的な方針(令和７年３月 25 日閣議決定) 
・家庭系食品ロス：平成 12 年度比で令和 12 年度までに食品ロス量を半減させる 
・事業系食品ロス：平成 12 年度比で令和 12 年度までに食品ロス量を 60%削減させる 
・食品ロス問題を認知して削減に取り組む消費者の割合を 80%とする 
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食品ロス削減推進法第 13 条第１項の規定に基づき、「食品ロスの削減の推進に関す

る基本方針」及び「岩手県食品ロス削減推進計画」を踏まえて策定する。また、当町

の一般廃棄物処理基本計画との調和を図る。 

 

図 4-1 本計画の位置づけ 

 

食品ロス削減推進計画の目標年度については、一般廃棄物処理基本計画と同じ令和

17 年度とする。 

 

 

我が国の食品ロス量は年間 464 万トン（令和５年度）と推計され、このうち、食品

関連事業者等から発生する「事業系食品ロス量」は約 231 トン、一般家庭から発生す

る「家庭系食品ロス量」は約 233 万トンと推計されている。 

岩手県の食品ロス量は約 4.5 万トン（令和５年度）と推計され、全国の約 1.0%であ

った。このうち、食品関連事業者等から発生する「事業系食品ロス量」は約 2.6 万ト

ン、一般家庭から発生する「家庭系食品ロス量」は約 1.9 万トンと推計された。 

 

当町の食品ロス発生量を一定の条件下で算出すると、令和５年度は、「家庭系食品ロ

ス量」が約 189 トン、「事業系食品ロス量」が約 11 トンとなり、合計約 200 トンの食

品ロスが発生していると推計された。なお、当町の推計可能な最も古い年度は令和元

年度となっており、令和元年度は、「家庭系食品ロス量」が約 208 トン、「事業系食品

ロス量」が約 15トンとなり、合計約 223トンの食品ロスが発生していると推計された。 

  

　　　◇生活排水処理基本計画

　　　◇ごみ処理基本計画 　　　◇ごみ処理実施計画

　　　（食品ロス削減推進計画） 　　　◇生活排水処理実施計画

一般廃棄物処理計画

本計画

一般廃棄物処理基本計画 一般廃棄物処理実施計画

（10～15年の長期計画） （単年度計画）
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岩手県における食品ロス発生量の推計  

①家庭系食品ロス（令和 5 年度） 

「家庭系ごみ」*1 ＝ 生活系ごみ*1 － （ 資源ごみ*1 ＋ 集団資源回収 *1 量  ） 

          ＝ 229,828 t －  （ 33,364 t ＋ 1,477 t ） 

          ＝ 194,987 t 

「家庭系ごみ－粗大ごみ*1」 【Ａ】 ＝ 194,987 t － 3,044 t  

                  ＝ 191,943 t 

「食品廃棄物発生量」 【Ｂ】 ＝ 【Ａ】 × 家庭系収集ごみに対する食品廃棄物発生量の割合（平均値） *2 

                 ＝ 191,943 t × 30.3 % ＝ 58,159 t 

「食品ロス発生量」 ＝ 【Ｂ】 × 食品廃棄物に占める食品ロスの平均割合 *2 

 ＝ 58,159 t × 33.5 % 

 ＝ 19,483 t 

②事業系食品ロス（令和 5 年度） 

「全国の事業系食品廃棄物発生量に占める岩手県の発生量の割合」【Ｃ】  

 ＝ 岩手県発生量*3 ／ 全国発生量*3 

 ＝ 147,449 t ／ 13,287,163 t 

 ＝ 1.1097 % 

「食品ロス発生量」＝ 全国の事業系食品ロス発生量 *4 × 【Ｃ】 

 ＝ 231 万 t × 1.1097 % 

 ＝ 25,634 t 

③総食品ロス発生量（令和 5 年度） 

「食品ロス発生量」 ＝ 19,483 t ＋ 25,634 t 

 ＝ 45,117 t （県民一人 1 日当たり約 100g） 

 

当町における食品ロス発生量の推計  

①家庭系食品ロス（令和 5 年度） 

「家庭系ごみ」*1 ＝ 生活系ごみ*1 － （ 資源ごみ*1 ＋ 集団資源回収量 *1 ） 

          ＝ 2,503 t －  （ 587 t ＋ 0 t ） 

          ＝ 1,916 t 

「家庭系ごみ－粗大ごみ*1」 【Ａ】 ＝ 1,916 t － 59 t  

                  ＝ 1,857 t 

「食品廃棄物発生量」 【Ｂ】 ＝ 【Ａ】 × 家庭系収集ごみに対する食品廃棄物発生量の割合（平均値） *2 

                 ＝ 1,857 t × 30.3 % ＝ 563 t 

「食品ロス発生量」 ＝ 【Ｂ】 × 食品廃棄物に占める食品ロスの平均割合 *2 

 ＝ 563 t × 33.5 % 

 ＝ 189 t 

②事業系食品ロス（令和 5 年度） 

「全国の事業系食品廃棄物発生量に占める大槌町の発生量の割合」【Ｃ】  

 ＝ 大槌町発生量*3 ／ 全国発生量*3 

 ＝ 61.6 t ／ 13,287,163 t 

 ＝ 0.0004636 % 

「食品ロス発生量」＝ 全国の事業系食品ロス発生量 *4 × 【Ｃ】 

 ＝ 231 万 t × 0.0004636 % 

 ＝ 11 t 

③総食品ロス発生量（令和 5 年度） 

「食品ロス発生量」 ＝ 189 t ＋11 t 

 ＝ 200 t （町民一人 1 日当たり約 51g）  
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*1：環境省（令和６年）「令和５年度一般廃棄物実態調査」  

*2：環境省（令和７年）「令和６年度食品廃棄物等の発生抑制及び再生利用の促進の取組に係る実態調査」  

*3：農林水産省（令和６年）「食品リサイクル法に基づく食品廃棄物等多量発生事業者の定期報告における食品廃

棄物等の発生量及び再生利用の実施量（令和５年度実績  都道府県別、市町村別集計）」 

*4：環境省・農林水産省（令和６年）「食品廃棄物等及び食品ロスの発生量の推計値（令和５年度）」 

食品ロスの主な発生要因としては、次のようなものが考えられる（表参照）。 

食品ロスの発生を抑制するためには、出来る限りこうした状態にならないよう、各

主体が食品ロス問題の重要性を認識し、それぞれ、あるいは、相互に連携を図って対

応していく必要がある。 

 

発生主体 発生工程 主な発生要因 

食品関連 
事業者 

生産 規格外の廃棄、需要を上回る生産 

製造 
加工トラブル・調理ミス、賞味・消費期限切れ、作り過ぎ、 
加工・調理くず 

流通 
仕入れ時・保管中の痛み・腐れ、賞味・消費期限切れ、返品、 
輸送中の破損 

小売 賞味・消費期限切れ、販売期限切れ 

飲食 賞味・消費期限切れ、作り過ぎ 

消費者 

買物 鮮度志向、買い過ぎ 

外食 急な予約キャンセル、食べ残し 

調理 過剰除去、作り過ぎによる食べ残し 

保存 保存方法の誤りや期限切れ 
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食品ロスの削減の推進は、一般廃棄物処理基本計画の１つでもあるため、食品ロス

削減推進計画の基本理念は、ごみ処理基本計画の基本理念である「築こう！より豊か

で美しい循環型社会のまち 大槌町」と同様とする。 

 

（1) 食品ロス発生量の削減 

国の食品ロスの削減目標は、SDGs も踏まえて目標設定を行っている。家庭系食品

ロスについては、平成 12 年度比で令和 12 年度までに食品ロス量を半減させる目標

を設定している。事業系食品ロスについては、平成 12 年度比で令和 12 年度までに

食品ロス量を 60%削減させる目標を設定している。これを達成するために、令和５

年度比で６%の削減が必要であることを踏まえ、当町では令和 12 年度までに削減率

６%を中間目標として設定し、計画目標は令和 17 年度までに 10%削減する目標を設

定する（図 4-2 参照）。 

 

目標①食品ロス発生量 

 ■令和 17 年度の食品ロス排出量を令和５年度から約 10%減量する。 

   計画目標：令和５年度（実績）200 トン→令和 17 年度 180 トン 

   中間目標：令和５年度（実績）200 トン→令和 12 年度 188 トン 

 
図 4-2 食品ロス排出量目標設定に係る考え方 
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（2) 食品ロス問題を認知して削減に取り組む消費者の割合  

消費者庁が実施した消費者意識調査において、食品ロス問題を認知して削減に取

り組む消費者の割合は、平成 30 年度調査では 71.0%、令和元年度調査では 76.5%、

令和２年度調査では 76.6%であった。そのうち、岩手県内在住の方の回答は、平成

30年度では 74.2%、令和元年度調査では 84.2%、令和２年度調査では 76.7%であった。 

国の「食品ロスの削減の推進に関する基本的な方針（令和 12 年度までに 80%）」

や岩手県の「岩手県食品ロス削減推進計画（令和 12 年度までに 90%）」の目標値を

踏まえ、当町では令和 12 年度までにその割合を 90%に設定し、計画目標は令和 17

年度まで 90%を維持する目標値を設定する。 

 

目標②食品ロス問題を認知して削減に取り組む消費者の割合 

 ■令和 12 年度の食品ロス問題を認知して削減に取り組む消費者の割合を 90% 

とし、令和 17 年度まで 90%を維持する。 
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1) 住民や事業者に対する食品ロスに関する知識の普及啓発 

①エシカル消費の普及啓発を図るための講習会・研修会等の実施 

②環境教育のための啓発資材の作成・配布 

③当町のホームページ等を活用した情報の発信 

2) 家庭における食品ロス削減の推進 

①エコクッキングの推進 

②３きり運動の推進 

③手つかず食品の廃棄削減 

3) 事業所における食品ロス削減の推進 

①食の安全安心に関するリスクコミュニケーション及び出前講座 

②商習慣の見直し 

③先進的な取り組み事例・優良事例の公表・共有 

 

①エコショップいわて認定店との連携 

②商習慣（３分の１ルールによる返品等）の見直し 

③「３０１０（さんまるいちまる）運動」の推進 

④「てまえどり」の促進 

⑤「ばら売り、量り売り、割引による販売」の促進 

 

 【参考】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「啓発用パンフレット：めざせ !食品ロス・ゼロ ～できることから、始めてみよう～ 消費者庁」 
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食品ロスの実態把握のためのごみ組成調査や、「食品ロス問題を認知して削減に取り

組む消費者の割合（本計画目標）」を把握するための意識調査アンケートを実施する。 

 

町のホームページ等において、食品ロス削減等の４Ｒ普及啓発に関する情報を配信

し、幅広い世代に、食品ロス問題への理解に係る働きかけを行う。 

また、家庭内での食品ロスの発生抑制に向け、エシカル消費の普及啓発を図るため

に講習会・研修会等を実施する。 

 

①フードバンク活動団体との連携 

②未利用食品を有効活用する関係団体の活動の周知 

③災害備蓄物資の有効活用 

 

関係施策の実施に当たっては、自治体、企業、学校教育機関及び関係団体が一丸と

なった取り組みを推進する。 

また、町職員が食品ロス削減に係る率先行動を推進する。 

 

食品ロスの状況と、その影響や削減の必要性について理解を深めるとともに、日々

の暮らしの中で自身が排出している食品ロスについて適切に理解・把握する。 

①買い物の際 

・期限表示の理解のうえ、使い切れる分だけを購入する。 

・「てまえどり」の実践と見切り品の活用。 

②食品の保存の際 

・食材の適切な保存を行うとともに、食材を使い切るようにする。 

・賞味・消費期限切れ食材の個別判断。 

・未利用食品のシェアやフードバンクの活用。 

③調理の際 

・余った食材の活用など、食材を計画的に使い切るほか、可食部は無駄にしない。 

・食事は食べきれる量とし、食べ残しを減らす。 

④外食の際 

・食べきれる量の注文と提供された料理は食べきるようにする。 

・「３０１０（さんまるいちまる）運動」の実践。 
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・料理が残ってしまった場合は、説明を聞いたうえで、自己責任による持ち帰り。 

 

サプライチェーン全体で食品ロスの状況と、その削減の必要性について理解を深め

るとともに、消費者に対して自らの取り組みに関する情報提供や啓発を実施する。 

また、自らの事業活動により発生する食品ロスの実態を把握し、見直しを図ること

により、日々の事業活動から排出される食品ロスの削減に努める。 

①農林漁業者 

・規格外や未利用の農林水産物の新たな価値への転換。 

・食品寄付等による有効利用を促進する。 

②食品製造者 

・食品原料の無駄のない利用や、製造出荷工程における適正管理と鮮度保持。 

・食品製造方法や保存の工夫により賞味期限の延長に取り組む。 

・食品小売業者と連携し、適正受注を推進する。 

・小分け包装等、消費実態に合わせた容量の適正化を図る。 

③食品卸売・小売業者 

・商習慣（３分の１ルール等）の見直しに取り組む。 

・需要予測に応じた仕入れや販売を行う工夫をする。 

・賞味・消費期限に近い食品から購入するよう促し、売り切るための取組を行う。 

④外食事業者 

・天候や日取りなど消費者特性を考慮した仕入れと提供を行う。 

・消費者が食べきれる量を選択できる仕組みの導入。 

・「３０１０（さんまるいちまる）運動」等の取組を行う。 

・消費者の自己責任を前提に食べ残しの持ち帰りを行いやすい環境をつくる。 

⑤食品関連事業者等に共通する事項 

・包装資材の傷や汚れに対する許容。 

・フードシェアリングサービスの活用等による売りきりの工夫を行う。 

・販売に至らない未利用食品はフードバンク活動団体への提供を行う。 

・食品ロスの削減に向けて組織体制を整備し、取組内容の進捗状況を開示する。 

 

各主体に求められる役割と行動を実践する消費者や事業者が増えるよう、目標達成

に向けた施策を推進する。 

災害時用備蓄食料のフードバンク活動団体等への提供を行うなどの有効活用に努め

る。さらに、主催するイベント等での食品ロスの削減を進める。 
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食品ロス削減には、食品製造業、卸売業・小売業、宿泊・飲食業、医療・福祉等の

食品を取り扱う事業者、住民、行政の三者が協働して情報共有するネットワークを構

築し、取り組みを推進する必要があるため、町は情報共有ネットワークの構築の架け

橋となる取り組みの推進に努める。 

また、食品ロスの削減については、「食品ロスの削減の推進に関する法律（令和元年

法律第 19 号）」のみならず、「循環型社会形成推進基本法（平成 12 年法律第 110 号）」、

「食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律（平成 12 年法律第 116 号」、「食育推

進基本計画（令和３年３月）」、「廃棄物の減量その他その適正な処理に関する施策の総

合的かつ計画的な推進を図るための基本的な方針（平成 13年５月環境省告示第 34号）」

等多岐にわたる関連施策に位置付けられていることから、町は食品ロス削減推進計画

を推進するため各種情報収集や、本庁内外の関連機関との連携に努めるものとする。 

 

施策の実施状況を定期的に点検し、進捗を評価し、必要に応じて施策を見直しする

こととする。 

また、施策の実施状況や社会経済情勢の変化等を踏まえて、おおむね５年を目途に

計画の見直しを検討する。 
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添付資料１ 生活系ごみ原単位のトレンド推計結果  

【単位：g/人・日】 

 

 

  

直線 2次関数 対数 べき乗 指数 ロジスティック R6実績で一定

y=aX+b y=aX^2+bX+c y=alog(X)+b y=aX^b y=ab^X y=K/(1+aexp(-bX)) －

a：-8.0325 a1：7647.7090 a：-16220.8160 － a：0.0000 － －

b：16901.1840 a2：-1.8950 b：124129.7110 － b：0.0000 － －

b：-7715385.1580 － － －

0.6865 0.8826 0.6860 × 0.6871 × －

0.8285 0.9395 0.8283 × 0.8289 × －

○ 不採用 不採用 不採用 不採用 不採用 不採用

【実測値・将来推計値一覧】

X 年度 実績値 直線 2次関数 対数 べき乗 指数 ロジスティック R6実績で一定

1 2015 686.3

2 2016 683.1

3 2017 705.4

4 2018 694.8

5 2019 694.8

6 2020 681.9

7 2021 691.8

8 2022 658.2

9 2023 634.4

10 2024 634.9

11 2025 635.3 600.6 635.4 － 635.5 － 634.9

12 2026 627.3 571.7 627.4 － 627.9 － 634.9

13 2027 619.3 539.0 619.4 － 620.4 － 634.9

14 2028 611.2 502.6 611.4 － 612.9 － 634.9

15 2029 603.2 462.3 603.4 － 605.6 － 634.9

16 2030 595.2 418.3 595.4 － 598.3 － 634.9

17 2031 587.1 370.5 587.4 － 591.2 － 634.9

18 2032 579.1 318.8 579.4 － 584.1 － 634.9

19 2033 571.1 263.4 571.4 － 577.1 － 634.9

20 2034 563.0 204.2 563.4 － 570.2 － 634.9

21 2035 555.0 141.3 555.5 － 563.3 － 634.9

22 2036 547.0 74.5 547.5 － 556.6 － 634.9

23 2037 538.9 3.9 539.5 － 549.9 － 634.9

24 2038 530.9 -70.4 531.6 － 543.3 － 634.9

25 2039 522.9 -148.6 523.6 － 536.8 － 634.9

26 2040 514.8 -230.5 515.7 － 530.4 － 634.9

27 2041 506.8 -316.3 507.7 － 524.0 － 634.9

28 2042 498.8 -405.8 499.8 － 517.7 － 634.9

29 2043 490.7 -499.1 491.8 － 511.5 － 634.9

30 2044 482.7 -596.2 483.9 － 505.4 － 634.9

31 2045 474.7 -697.1 475.9 － 499.3 － 634.9

生活系ごみ原単位

決定係数r2

相関係数r

採用モデル

モデル

近似式
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実績値 直線 2次関数 対数 べき乗 指数 ロジスティック R6実績で一定
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添付資料２ 生活系ごみ原単位（資源物除く）のトレンド推計結果  

【単位：g/人・日】 

 

 

  

直線 2次関数 対数 べき乗 指数 ロジスティック R6実績で一定

y=aX+b y=aX^2+bX+c y=alog(X)+b y=aX^b y=ab^X y=K/(1+aexp(-bX)) －

a：-2.7342 a1：15.6910 a：-5.5959 a：-0.0113 a：0.9946 － －

b：527.7279 a2：-1.6750 b：521.1423 b：521.2586 b：527.9885 － －

b：490.8776 － －

0.2133 0.7257 0.0524 0.0561 0.2207 × －

0.4619 0.8519 0.2289 0.2368 0.4698 × －

不採用 不採用 不採用 不採用 不採用 不採用 ○

【実測値・将来推計値一覧】

X 年度 実績値 直線 2次関数 対数 べき乗 指数 ロジスティック R6実績で一定

1 2015 505.0

2 2016 509.4

3 2017 531.7

4 2018 524.1

5 2019 530.1

6 2020 517.7

7 2021 535.6

8 2022 498.1

9 2023 485.6

10 2024 489.6

11 2025 497.7 460.8 507.7 507.3 497.3 － 489.6

12 2026 494.9 438.0 507.2 506.8 494.6 － 489.6

13 2027 492.2 411.8 506.8 506.3 491.9 － 489.6

14 2028 489.4 382.2 506.4 505.9 489.2 － 489.6

15 2029 486.7 349.4 506.0 505.5 486.6 － 489.6

16 2030 484.0 313.1 505.6 505.1 483.9 － 489.6

17 2031 481.2 273.5 505.3 504.8 481.3 － 489.6

18 2032 478.5 230.6 505.0 504.5 478.7 － 489.6

19 2033 475.8 184.3 504.7 504.1 476.1 － 489.6

20 2034 473.0 134.7 504.4 503.8 473.5 － 489.6

21 2035 470.3 81.7 504.1 503.6 470.9 － 489.6

22 2036 467.6 25.4 503.8 503.3 468.4 － 489.6

23 2037 464.8 -34.3 503.6 503.1 465.8 － 489.6

24 2038 462.1 -97.3 503.4 502.8 463.3 － 489.6

25 2039 459.4 -163.7 503.1 502.6 460.8 － 489.6

26 2040 456.6 -233.5 502.9 502.4 458.3 － 489.6

27 2041 453.9 -306.6 502.7 502.1 455.8 － 489.6

28 2042 451.2 -383.0 502.5 501.9 453.3 － 489.6

29 2043 448.4 -462.8 502.3 501.7 450.8 － 489.6

30 2044 445.7 -545.9 502.1 501.5 448.4 － 489.6

31 2045 443.0 -632.4 501.9 501.4 446.0 － 489.6

生活系ごみ原単位（収集・集団回収資源物を除く）

決定係数r2

相関係数r
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実績値 直線 2次関数 対数 べき乗 指数 ロジスティック R6実績で一定



添付資料-3 

 

添付資料３ 事業系ごみ原単位のトレンド推計結果  

【単位：t/日】 

 

 

  

直線 2次関数 対数 べき乗 指数 ロジスティック R6実績で一定

y=aX+b y=aX^2+bX+c y=alog(X)+b y=aX^b y=ab^X y=K/(1+aexp(-bX)) －

a：-0.1237 a1：-23.4956 a：-249.9064 － a：0.0000 － －

b：252.6866 a2：0.0058 b：1904.7956 － b：0.0000 － －

b：23858.2501 － － －

0.9287 0.9391 0.9288 － 0.9445 － －

0.9637 0.9691 0.9637 － 0.9718 － －

不採用 不採用 不採用 不採用 ○ 不採用 不採用

【実測値・将来推計値一覧】

X 年度 実績値 直線 2次関数 対数 べき乗 指数 ロジスティック R6実績で一定

1 2015 2.9727

2 2016 3.4466

3 2017 2.9890

4 2018 3.0767

5 2019 2.9044

6 2020 2.8060

7 2021 2.6066

8 2022 2.5027

9 2023 2.5055

10 2024 2.3151

11 2025 2.1762 2.2822 2.1767 － 2.2270 － 2.3151

12 2026 2.0525 2.2222 2.0533 － 2.1310 － 2.3151

13 2027 1.9288 2.1737 1.9300 － 2.0392 － 2.3151

14 2028 1.8051 2.1367 1.8067 － 1.9513 － 2.3151

15 2029 1.6813 2.1114 1.6836 － 1.8673 － 2.3151

16 2030 1.5576 2.0976 1.5604 － 1.7868 － 2.3151

17 2031 1.4339 2.0954 1.4373 － 1.7098 － 2.3151

18 2032 1.3102 2.1047 1.3143 － 1.6362 － 2.3151

19 2033 1.1865 2.1256 1.1914 － 1.5657 － 2.3151

20 2034 1.0628 2.1581 1.0685 － 1.4982 － 2.3151

21 2035 0.9391 2.2022 0.9456 － 1.4337 － 2.3151

22 2036 0.8154 2.2578 0.8229 － 1.3719 － 2.3151

23 2037 0.6917 2.3250 0.7001 － 1.3128 － 2.3151

24 2038 0.5680 2.4038 0.5775 － 1.2562 － 2.3151

25 2039 0.4443 2.4941 0.4549 － 1.2021 － 2.3151

26 2040 0.3205 2.5960 0.3324 － 1.1503 － 2.3151

27 2041 0.1968 2.7095 0.2099 － 1.1008 － 2.3151

28 2042 0.0731 2.8346 0.0875 － 1.0533 － 2.3151

29 2043 -0.0506 2.9712 -0.0349 － 1.0080 － 2.3151

30 2044 -0.1743 3.1194 -0.1572 － 0.9645 － 2.3151

31 2045 -0.2980 3.2791 -0.2794 － 0.9230 － 2.3151
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添付資料４ 用語集 

用語 意味 

一般廃棄物 
産業廃棄物以外の廃棄物を指します。 

一般廃棄物は、さらに「生活系ごみ」と「事業系ごみ」の2つに分けられます。 

産業廃棄物 
事業活動に伴って生じる廃棄物の中で、廃棄物処理法にて定められた20種類（燃え

殻、汚泥、廃油など）を指します。 

生活系ごみ 
一般家庭の日常生活に伴って生じたごみ（生ごみ、燃えるごみ、燃えないごみ、粗大

ごみ、資源ごみなど）のうち、産業廃棄物に該当しないもの。 

家庭系ごみ 
生活系ごみから資源ごみ等を除いたものと定義します。 

・家庭系ごみ＝生活系ごみ－（資源ごみ+集団回収量） 

事業系ごみ 

オフィス、商店、飲食店、学校などの事業活動に伴って生じた廃棄物のうち、産業廃

棄物に該当しないもの（例：一般のオフィスから出たコピー用紙や社内で個人が出し

たごみなど）。 

SDGs 

SDGsは「Sustainable Development Goals」の略称で、「持続可能な開発目標」

という意味です。「持続可能」とは、将来の世代のために地球環境や資源を守り、今の状

態を維持できることを指しています。「世界のみんなで2030年までに達成しようと約束し

た世界共通の目標」です。 

地球が抱える問題を解決するための17の大きな目標があります。 

この17の目標は、大きく分けて「社会」、「経済」、「環境」の3つのバランスを取りながら世

界を良くしていこう、という考え方に基づいています。 

海洋プラスチックごみ 

私たちが普段使っているプラスチック製品が、適切に処理されずに海に流れ出てしまったも

の、あるいは海に流れ出た後に細かく砕けてしまったものです。プラスチックは分解されること

なく自然界に残り、生き物を傷つけると言われています。これは今、地球規模で非常に深

刻な環境問題になっています。 

ごみ処理広域化 

一般廃棄物の広域処理とは、複数の市町村（自治体）が協力して、ひとつの大きな

施設にごみを集めて処理する仕組みのことです。広域処理の最大の意義は、「効率

性」、「経済性」、「持続可能性」を高めることです。小さな自治体がそれぞれ施設を持つ

より、大きな施設を共同で一つ作った方が、建設費や維持管理費が安くなります。また、

発電効率の高い大規模な設備を導入しやすくなります。 

ごみ総排出量及び 

原単位 

ごみ総排出量は、「ある地域（市町村など）で1年間に排出されたごみ全体の重さ

（量）」のことです。原単位は、「住民1人あたりが1日に出すごみの量」のことです。 

資源化量及び 

資源化率 

資源化量は、「ごみの中から、資源として再び利用するために取り出されたものの、全てを

合計した重さ（量）」です。資源化率は、「ごみ全体の中で、資源としてリサイクルに回せ

たものがどれくらいの割合を占めているか」を示す数字です。 

なお、行政が関与しない民間（スーパーや家電量販店等）による事業系の資源回収

及びリサイクルステーションによる回収量は資源化量に含まれていません。 

・資源化率（%）＝（資源化量／ごみ総排出量）×100 

最終処分量及び 

埋立（最終）処分

率 

最終処分量は、「リサイクルもできず、熱エネルギーとしても使えず、最終的にごみを埋め

立てた量」のことです。埋立（最終）処分率は、「排出されたごみ全体の量に対して、最

終的に埋め立てられたごみの量がどれくらいの割合を占めているか」を示す数字です。 

・埋立（最終）処分率（%）＝（最終処分量／ごみ総排出量）×100 

合成樹脂類 
ごみの組成分類における合成樹脂類とは、プラスチックのことです。ビニール袋、ペットボト

ル、食品トレイなどのことです。 

中間処理 

ごみ処理における中間処理とは、家庭や事業所から出されたごみが、最終的に埋め立て

られたり（最終処分）、資源として再利用されたりする前に、その量や毒性を減らした

り、再利用しやすくしたりするために行う工程全体のことです。 

中間処理の目的として、ごみの減量化、ごみの安定化・無害化、資源の回収が挙げら

れます。 

中間処理の具体的な方法として、焼却、破砕、選別、圧縮、堆肥化などが挙げられま

す。 

最終処分 

ごみ処理における最終処分とは、家庭や事業所から出たごみが、リサイクルされたり、焼

却されたりする一連の処理（中間処理）を終えた後、最終的に埋め立てられることを指

します。 

最終処分場に埋め立てられるごみは、焼却後の灰、不燃物の残り（ガラス、陶磁器、

石の破片など）です。 
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用語集（つづき） 

用語 意味 

4R 

4Rとは、リフューズ（Refuse：断る）、リデュ－ス（Reduce：減らす）、リユース

（Reuse：再利用する）、リサイクル（Recycle：再生利用する）の頭文字の4つの

Rから4Rと呼んでいます。 

災害廃棄物処理計

画 

災害廃棄物処理計画とは、大きな地震や台風、豪雨などの災害が起きたときに、自治

体（市町村や都道府県）が大量に発生する「災害ごみ」を、どのように片付けて、安全

に処理するかを、あらかじめ決めておくためのマニュアルです。 

衛生環境の確保、復興の迅速化、処理の効率化を目的とします。 

計画の内容には、発生量の予測、仮置場の確保、処理体制の確立（連携構築）、

住民へのルールの周知を盛り込みます。 

３きり運動 

「３きり運動（さんきりうんどう）」とは、家庭から出る「生ごみ」を減らすための３つの簡単

な合言葉です。 

1.使いきり（食材のムダをなくす）：買ってきた食材を、期限内に、食べられる部分はす

べて使い切りましょう。 

ポイント：買い物に行く前に冷蔵庫の中をチェックし、「必要なものを、必要な分だけ」買

う習慣をつけましょう。 

2.食べきり（食品ロスをなくす）：作った料理や、出された料理を、残さずに最後まで食

べきりましょう。 

ポイント：家庭では、作りすぎないように量を考える。外食では、食べきれる量だけ注文

する。食べ残したものは、翌日にアレンジして食べるなどの工夫をする。 

3.水きり（生ごみを軽くする）：生ごみを捨てる前に、水分を「ぎゅっ」と絞って、できるだ

け水を切ってからごみに出しましょう。 

ポイント：生ごみの重さの約8割は水分だと言われています。水を切るだけで、ごみの重さ

が大幅に減り、ごみ出しが楽になります。水分が減ると、ごみ収集の運搬コストが下がり、

ごみ焼却炉で燃やす際のエネルギーも少なくて済むため、環境にも優しい行動です。 

プラスチックに係る資

源循環の促進等に関

する法律 

プラスチックごみの問題を根本から解決するために、国が作った新しい法律です。これま

で、プラスチックのリサイクルは主に容器包装に限定されていましたが、この法律は、プラス

チック製品の「生まれ方」から「捨て方」まで、全体を変えていくことを目的としています。 

使い捨てプラスチック製品が有料化・削減され、自治体の分別・回収を変更する検討が

進められ、メーカーは「リサイクルしやすい製品」を作るようになります。 

PDCAサイクル 

PDCAサイクルとは、主に品質管理の分野で使われる専門用語ですが、仕事や活動を

改善し続けていくための、基本的な考え方です。これは、「目標を達成するために、このよ

うに順序立てて動けば成功しやすいですよ」という、行動の4つのステップを繰り返す方法

です。 

P（Plan：計画）、D（Do：実行）、C（Check：評価・確認）、A（Action：

改善・行動）を繰り返すことで、継続的に成長・達成を見込むことができると言われてい

ます。 

食品ロス 本来食べられるにもかかわらず廃棄されている食品のことを指します。 

食品廃棄物 
食品ロス（本来食べられるにもかかわらず廃棄されている食品）に加え、魚・肉の骨等、

食べられない部分（不可食部）を含むものを指します。 

食品廃棄物等 

食品リサイクル法において、「食品が食用に供された後に、又は食用に供されずに廃棄さ

れたもの」と、「食品の製造、加工又は調理の過程において副次的に得られた物品のうち

食用に供することができないもの」の総称です。食用に供することができないが他の用途と

して価値のあるものも含み、「食品廃棄物」とは廃棄物以外のものを含む点が異なりま

す。 

家庭系食品ロス 
各家庭から発生する食品ロスを指します。廃棄物の分類としては、一般廃棄物に該当

します。 

事業系食品ロス 

食品関連事業者（食品製造業、食品卸売業、食品小売業、外食産業）から事業

活動を伴って発生する食品ロスを指します。廃棄物の分類としては、食料品製造業から

排出される食品廃棄物・食品ロスのうち、原料として使用した動植物性残さに当たるも

のは産業廃棄物に該当し、それ以外のものは一般廃棄物に該当します。 
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用語集（つづき） 

用語 意味 

賞味期限 
おいしく食べることができる期限を指します。この期限を過ぎても、すぐに食べられないということでは

ありません。 

消費期限 期限を過ぎたら食べない方がよい期限を指します。 

エシカル消費 

エシカル消費とは、「人や社会、環境、地域に配慮した消費行動」のことです。 

単に「良いもの」や「安いもの」を選ぶだけでなく、それがどこで、誰によって、どのように作られたかとい

う背景にまで気を配って商品やサービスを選ぶことを意味します。 

「エシカル（Ethical）」は「倫理的な」「道徳的な」という意味で、普通の買い物に「思いやり」や

「責任」の視点を加えるイメージです。主な配慮の視点として、「人と社会への配慮」、「環境への

配慮」、「地域への配慮」が挙げられます。 

３分の１ルール 

サプライチェーンにおける賞味期間の3分の1以内で小売店舗に納品する慣例のことをいいます。

このルールのもとでは、賞味期間の3分の1以内で納品できなかったものは、賞味期限まで日数が

残っているにも関わらず、廃棄となる可能性があります。そのため、厳しい納品期限を緩和すること

は食品ロス削減に繋がることが期待されています。 

3010運動 

（さんまるいちまる） 

宴会における大量の食品ロスを減らすため、乾杯後30分間、お開き10分前は、自分の席で料

理を楽しむことを呼びかける運動のことをいいます。食品ロス削減につながる運動のひとつです。 

てまえどり 

賞味期限や消費期限まで日にちが長い商品を選ぶのではなく、陳列棚の手前にあるものから購

入する購買行動のことです。陳列棚の手前には期限までの日にちが限られているものが並んでお

り、すぐに食べるのあれば、食品ロスの削減に繋がります。 

フードバンク 
食品企業の製造工程で発生する規格外品などを引き取り、食品を必要としている福祉施設等

へ無償で提供する団体のことをいいます。 

フードドライブ 
家庭で余っている食品を集めて、食品を必要としている地域のフードバンク等の生活困窮者支援

団体、子ども食堂、福祉施設等に寄附する活動のことをいいます。 

フードシェアリング 
そのままでは廃棄にされてしまう食品と購入希望者とのマッチングを行い、食品ロスを削減する取り

組みのことをいいます。 

 

 

トピックス（令和６年度データ） 

指  標 当町の状況 県内で指標が良好な市町村 

ごみ総排出量 

（一人 1日あたり） 

当町は 838g/人・日で、 

少ない方から数えて２２番目です。 

最も少ないのは 618g/人日で、 

軽米町となっています。 

生活系ごみ排出量 

（一人 1日あたり） 

当町は 635g/人・日で、 

少ない方から数えて 25番目です。 

最も少ないのは 456g/人日で、 

金ヶ崎町となっています。 

家庭系ごみ排出量 

（一人 1日あたり） 

当町は 490g/人・日で、 

少ない方から数えて 1２番目です。 

最も少ないのは 394g/人日で、 

葛巻町となっています。 

事業系ごみ排出量 

（一人 1日あたり） 

当町は 203g/人・日で、 

少ない方から数えて 17番目です。 

最も少ないのは 0g/人日で、 

住田町となっています。 

資源ごみの割合 
当町は 22.9%で、 

高い方から数えて２番目です。 

最も高いのは 30.8%で、 

葛巻町となっています。 

大槌町のごみ排出量は岩手県内（33市町村） 

ではどのくらいに位置しているの？ 


